
 

 

 

 

 

令和３年度  農林施策の概要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ３ 年 ４ 月 

 

 

 

埼 玉 県 農 林 部             

 



 

 

目     次 

 

 

 

 

  Ⅰ 令和３年度農林部当初予算の総括 ････････････････････････････   1 

 

 

 

  Ⅱ 施策体系に基づく主な事業 ･･････････････････････････････････  7 

 

 

 

  Ⅲ 令和３年度農林部各課事業の概要 ････････････････････････････  29 

 

   １ 農 業 政 策 課 ･･････････････････････････････････････  29 

   ２ 農業ビジネス支援課 ･･････････････････････････････････････  37 

   ３ 農 産 物 安 全 課 ･･････････････････････････････････････  49 

   ４ 畜 産 安 全 課 ･･････････････････････････････････････  55 

   ５ 農 業 支 援 課 ･･････････････････････････････････････  65 

   ６ 生 産 振 興 課 ･･････････････････････････････････････  79 

   ７ 森 づ く り 課 ･･････････････････････････････････････  93 

   ８ 農 村 整 備 課 ･･････････････････････････････････････ 107 

 

 

 

  Ⅳ 令和２年度２月補正予算農林部事業の概要 ････････････････････ 123 

 



- 1 - 

Ⅰ 令和３年度農林部当初予算の総括 

１ 予算編成の基本的考え方 

（１） 県民への食料の安定供給、本県農林業の持続的発展及び森林の整備・保全を図るため、

「埼玉県農林水産業振興基本計画」の施策体系に基づき重点課題に積極的に取り組む。 

    また、新型コロナウイルス感染症が県内農林業に与えた影響に対して、的確に対応して

いく。 

 

ア 農林漁業者の経営能力を生かした競争力の高い農林水産業の実現 

              一部新規    『未来型農業教育環境整備事業』 

      

イ 地域の特性に応じた、収益性が高く安定的な農林漁業経営に立脚する、持続性の 

 高い農林水産業の実現 

           『農林水産試験研究の推進』 

           『農地中間管理事業の推進』 

      新 規 『特定家畜伝染病防疫体制強化事業』 

      新 規 『家畜保健衛生所機能強化事業』 

           『スマート農業の推進』 

      新 規 『農業法人経営継続計画策定支援事業』 

           『森林・林業基盤の整備』 

           『農業生産基盤の整備』 

      新 規 『高収益農業を実現するほ場整備実証事業』 

 

  ウ 多面的機能が適切かつ十分に発揮される農林水産業及び農山村の実現 

      新 規 『森がつなぐ山とまちの未来事業』 

      新 規 『水辺周辺活用事業(農業用水)』 

 

  エ 需要に対応し、消費者に信頼される良質かつ安全な農林水産物を安定供給できる 

   農林水産業の実現 

       一部新規    『埼玉ブランド農産物推進事業』 

           『埼玉農産物輸出総合サポート事業』 

       一部新規    『Ｓ－ＧＡＰ加速化推進事業』 

      新 規 『咲いた 米・みらいプロジェクト推進事業』 

       一部新規    『県産米競争力強化プロジェクト推進事業』 

      新 規 『狭山茶需要創出促進事業』 

       一部新規    『花きオンライン商談推進事業』 

 

（２） 公共事業については、災害対策、農地の大区画化、早期に完了する地区及び投資効 

   果が高い地区に重点化を図るとともに、コストの縮減や環境への配慮に努める。 

 

（３） 経費の節減合理化に努めるとともに、国庫補助金、基金等の特定財源の有効活用を 

   図る。 
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２ 予算規模 

                                       （単位：千円、％） 

区   分 
令和３年度 

 
予 算 額 

令和２年度 
 

予 算 額 

比  較  増  減 

増 減 額 対前年比 

一 般 会 計 24,756,289  25,797,498  △1,041,209  96.0  

 

 農 林 水 産 業 費 23,535,668  24,412,237  △876,569  96.4  

 
通 常 事 業 16,094,552  16,528,873  △434,321  97.4  

公 共 事 業 7,441,116  7,883,364  △442,248  94.4  

 災 害 復 旧 費 1,220,621  1,385,261  △164,640  88.1  

特 別 会 計 86,826  86,692  134  100.2  

 

就農支援資金貸付事業特別会計 29,936  23,440  6,496  127.7  

林業・木材産業改善資金特別会計 20,650  20,650  0  100.0  

本多静六博士育英事業特別会計 36,240  42,602  △ 6,362  85.1  

総    額 24,843,115  25,884,190  △1,041,075  96.0  
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３ 県予算に占める位置 
 
  歳出款別（一般会計）                                           （単位：千円、％） 

款  別 
令和３年度 令和２年度 比 較 増 減       

予 算 額 構 成 比    予 算 額 構 成 比    増 減 額 伸び率 

議 会 費       3,211,303  0.2 3,209,305 0.2 1,998 0.1 

総 務 費       94,535,208 4.4 94,567,780 4.8 △ 32,572 △ 0.0 

民 生 費       391,849,714 18.5 380,728,403 19.4 11,121,311 2.9 

衛 生 費       171,725,796 8.1 65,585,048 3.4 106,140,748 161.8 

労 働 費       5,793,891 0.3 5,542,478 0.3 251,413 4.5 

農林水産業費 23,535,668 1.1 24,412,237 1.2 △ 876,569 △ 3.6 

商 工 費       39,897,816 1.9 21,801,311 1.1 18,096,505 83.0 

土 木 費       122,366,717 5.8 123,581,374 6.3 △ 1,214,657 △ 1.0 

警 察 費       149,141,186 7.0 147,331,176 7.5  1,810,010 1.2 

教 育 費       488,025,390 23.0 490,816,124 25.0 △ 2,790,734 △ 0.6 

災害復旧費       5,313,028 0.3 3,385,311 0.2 1,927,717 56.9 

公 債 費       281,951,115 13.3 267,597,481 13.7 14,353,634 5.4 

諸 支 出 金       341,496,168 16.1 331,256,972 16.9 10,239,196 3.1 

予 備 費       1,000,000 0.0 500,000 0.0 0 100.0 

合  計 2,119,843,000 100.0 1,960,315,000 100.0 159,528,000 8.1 

農林部予算総額 24,756,289 1.2 25,797,498 1.3 △1,041,075 △ 4.0 

 

 

  （参考）国の農林水産予算                 （単位：億円、％） 

区  分 
令和３年度 

予 算 額 

令和２年度 

予 算 額 

比 較 増 減       

増 減 額     対前年度比 

 

農林水産予算総額 

 

 

23,050 

 

24,117 

 

△1,067 

 

95.6 

 

１ 公共事業費        

  一般公共事業費 

    災害復旧等事業費 

 

 

6,995 

6,797 

198 

 

7,989 

7,793 

196 

 

△994 

△996 

2 

 

87.6 

87.2 

101.0 

 

２ 非公共事業費         

 

 

16,055 

 

16,128 

 

     △73 

 

99.5 

  （注）１ 金額は関係ベース。 

２ 計数整理の結果、異動を生じることがある。 

    ３ 計数は、四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。 

    資料：「令和３年度農林水産予算概算決定の概要」（農林水産省）
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４ 公共事業予算 
(１) 予算の状況                                    （単位：千円、％） 

区  分 

令和３年度 令和２年度 対  前 

年  度 

伸び率 当初予算額 
左の財源内訳 

当初予算額 
左の財源内訳 

特定財源 一般財源 特定財源 一般財源 

 

治 山 

  

国 庫 223,132 222,300 832 275,932 274,750 1,182 △ 19.1 

県 単 374,350 374,000 350 321,000 321,000 0  16.6 

計 597,482 596,300 1,182 596,932 595,750 1,182 0.1 

森 林 

管 理 

道   

国 庫 597,553 597,495 58 586,414 585,924 490 1.9 

県 単 238,216 238,000 216 249,340 249,000 340 △ 4.5 

計 835,769 835,495 274 835,754 834,924 830 0.0 

農 業 

基 盤 

国 庫 4,949,243 4,798,380 150,863 5,467,089 5,293,563 173,526 △ 9.5 

県 単 1,058,622 918,305 140,317 983,589 859,625 123,964 7.6 

計 6,007,865 5,716,685 291,180 6,450,678 6,153,188 297,490 △ 6.9 

国庫事業 計 5,769,928 5,618,175 151,753 6,329,435 6,154,237 175,198 △ 8.8 

県単事業 計 1,671,188 1,530,305 140,883 1,553,929 1,429,625 124,304 7.5 

合  計 7,441,116 7,148,480 292,636 7,883,364 7,583,862 299,502 △ 5.6 

※特定財源：国庫支出金、分担金及び負担金、地方債（行政改革債含む） 

 

（２） 事業の概要 

  １ 治山事業           ３５箇所     ５９７，４８２千円 

   ◎予算の重点化          

    ○令和元年東日本台風により被災した山地における治山対策の推進 

                    ７箇所     ２０９，９５０千円 

 

  ２ 森林管理道整備事業      ５２箇所     ８３５，７６９千円 

   ◎予算の重点化              

    ○非常災害時における迂回路の機能維持 

                    ５路線     ２８０，０００千円 

 

  ３ 農業基盤公共事業      １５９地区   ６，００７，８６５千円 

   ◎予算の重点化 

     ○農地の大区画化と集積により担い手を育成する「ほ場整備事業」 

                   １１地区     ９０７，７２５千円 

    ○水利施設の長寿命化を図る「かんがい排水事業」 

                   １３地区   １，１８０，２００千円 

    〇ため池などの災害を防止し、地域の安全を守る「農地防災事業」 

                   ４４地区   ２，２１９，６６７千円 
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５ 基金の状況 

                                                                 （単位：千円） 

区    分 
令和２年度末 

現在高見込額 

令和３年度 令和３年度末 

現在高見込額       積 立 額 取 崩 額 

本多静六博士育英基金 185,833 5,574 0 191,407 

森林整備担い手基金 56,833 221 7,221 49,833 

森林整備地域活動支援基金 8,934 27 2,992 5,969 

中山間地域ふるさと基金 613,571 1,806 13,445 601,932 

農業構造改革支援基金 155,544 300 100,231 55,613 

森林環境譲与税基金 20,461 134,350 141,269 13,542 

合計 1,041,252 142,278 265,109 918,421 

 

６ 課別一般会計予算 

（単位：千円、％） 

課  名 給与費 Ａ経費 Ｂ経費 計 構成比 

農 業 政 策 課 4,904,611 568,500 395,641 5,868,752 23.7 

農業ビジネス支援課  117,860 667,110 784,970 3.2 

農産物安全課  44,354 30,162 74,516 0.3 

畜 産 安 全 課 900,046 96,610 401,290 1,397,946 5.6 

農 業 支 援 課  243,104 484,461 727,565 2.9 

生 産 振 興 課  1,052,601 505,470 1,558,071 6.3 

森 づ く り 課 860,522 499,108 3,684,651 5,044,281 20.4 

農 村 整 備 課 1,069,405 359,008 7,871,775 9,300,188 37.6 

計 
7,734,584  
(7,653,119) 

2,981,145  
(687,997) 

14,040,560  
(2,215,821) 24,756,289  

(10,556,937) 
 

（事業費構成比） 31.2% 12.0% 56.7% 

※（  ）内は、一般財源 

※Ａ経費：経常的経費や内部管理的経費、Ｂ経費：政策的議論を徹底する経費



 

 

 



（単位：千円） 
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Ⅱ 施策体系に基づく主な事業 
 

１ 農林漁業者の経営能力を生かした競争力の高い農林水産業の実現 

 

Ｐ９  一部新規 未来型農業教育環境整備事業【農業支援課】                 １３，２３５  

 

２ 地域の特性に応じた、収益性が高く安定的な農林漁業経営に立脚する、持続性の 

 高い農林水産業の実現 

 

Ｐ１０       農林水産試験研究の推進【農業政策課】               ３９０，８０７ 

Ｐ１１     農地中間管理事業の推進【農業ビジネス支援課】             ３２９，４０７ 

Ｐ１２  新規  特定家畜伝染病防疫体制強化事業【畜産安全課】                ３６，２５５ 

Ｐ１３  新規  家畜保健衛生所機能強化事業【畜産安全課】                  ５４，０９０ 

Ｐ１４       スマート農業の推進【農業支援課、生産振興課】            ５０，９８８ 

Ｐ１５  新規  農業法人経営継続計画策定支援事業【農業支援課】                ５，３６２ 

Ｐ１６       森林・林業基盤の整備【森づくり課】              １，４３３，２５１ 

Ｐ１７       農業生産基盤の整備【農村整備課】                ５，４９９，０７２ 

Ｐ１８  新規  高収益農業を実現するほ場整備実証事業【農村整備課】           ４０，０００ 

 

３ 多面的機能が適切かつ十分に発揮される農林水産業及び農山村の実現 

 

Ｐ１９  新規  森がつなぐ山とまちの未来事業【森づくり課】                ９，０００ 

Ｐ２０  新規  水辺周辺活用事業(農業用水)【農村整備課】               ５０８，７９３ 

 

４ 需要に対応し、消費者に信頼される良質かつ安全な農林水産物を安定供給できる 

 農林水産業の実現 

 

Ｐ２１ 一部新規 埼玉ブランド農産物推進事業【農業ビジネス支援課】               ９，３２３  

Ｐ２２       埼玉農産物輸出総合サポート事業【農業ビジネス支援課】        １７，４２０ 

Ｐ２３ 一部新規 Ｓ－ＧＡＰ加速化推進事業【農産物安全課】                 １１，２８０  

Ｐ２４  新規  咲いた 米・みらいプロジェクト推進事業【生産振興課】         ８，０２９ 

Ｐ２５ 一部新規 県産米競争力強化プロジェクト推進事業【生産振興課】            １２，７４４ 

Ｐ２６  新規  狭山茶需要創出促進事業【生産振興課】                  １５，９６６ 

Ｐ２７ 一部新規 花きオンライン商談推進事業【生産振興課】                  ５，２６９  

 



 

 



                                         一部新規 
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未来型農業教育環境整備事業 

 

 担当 農業支援課  新規参入支援担当  

                                   内線 ４０５２             
 

１ 目  的 

  eラーニングシステムの導入により、遠隔講義など新しい生活様式に対応した高度な農

業教育を行う環境を整備する。 

  また、農業大学校、農業高校、市町村等が連携し高校生の就農を支援するとともに、農

業大学校の学生が希望する進路に対応したコース別学習に農家子弟コースを新設するな

ど、カリキュラムの内容充実を図り、質の高い新規就農者を育成する。 

  

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

 (1)新農業大学
校デジタルPR
推進事業 

県 

農業大学校の紹介動画を作成し、高校の進
路説明会等での活用により、より多くの情報
をもって効果的に農業大学校をPRする。 

3,031 千円 

 (2)新農業教育
デジタルアー
カイブ化事業 

県 

eラーニングシステム導入により、農業大学
校の講義をクラウド内に蓄積し、場所や時間
を問わず学習できる環境を整備する。 

3,080 千円 

 (3)高校生、農
業大学校生就
農促進支援事
業 

県 

農業教育連絡会議、高校生宿泊研修等を実
施し、就農を目指す高校生の支援を行う。ま
た、キャリア教育やチャレンジファームを行
い、農業大学校生の就農率向上を図る。 

3,744 千円 

 (4)一部新農業大
学校カリキュ
ラム充実事業 

県 

希望進路に応じた専攻横断のコース別学習
を行い、多様化する就農形態に対応した農業
教育を実施する。 

3,380 千円 

 

 
 

３ 予 算 額  １３，２３５千円  

就農意欲のある

高校生

県内高校

高校生の

宿泊研修
への参加

高校生の就農に向けた

教育連絡会議
の開催

これからの県農業を担う

即戦力の担い手 を育成する

地域への

就農支援
農業大学校生の

就農率の向上
新たな生活様式
に対応した教育環境整備

大学校への

進学促進

○農業大学校の教育内容・設備の充実

１ 紹介動画の作成・公開により農業
大学校を効果的にPR

２ eラーニングシステムの導入により、
いつでも・どこでも学習できる環境を
整備

３ キャリア教育、チャレンジファーム※

の実施により、早期の就農を支援

４ 進路希望に応じたコース別学習に
より、多様な就農形態に対応

※早期に就農を希望する学生が、自らの計画に基づき農産物を生産・販売
する実践的な研修



- 10 - 

農林水産試験研究の推進 

                   担当 農業政策課 企画・試験研究調整担当 

                   内線 ４０３５ 

 

１ 目  的 

  農林水産業の競争力を強化するため、環境変化に対応した技術の開発、埼玉ブランド

となる品種の育成と普及、省力・低コスト・高品質生産技術の開発等の試験研究を行う

とともに、試験研究機能の強化に必要な施設等の整備を行う。 

 

 

２ 事業内容 

（１）農林水産試験研究費・運営費              ２１１，８２９千円 

区  分 事業主体 内    容 予算額 

ア 試験研究費 県 

 環境変化に対応した技術の開発、埼玉ブラン

ドとなる品種の育成と普及、省力・低コスト・

高品質生産技術の開発等を行う。 

147,277 千円 

イ 運営費 県 
 県農林水産試験研究機関の円滑な管理・運営

を行う。 
64,552 千円 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施設整備関連事業費                   １７８，９７８千円 

区  分 事業主体 内    容 予算額 

ア 農業技術研

究センター 
県 

 豚舎・手術室改修工事、土地改良工事、 

果樹作業舎改築工事 等 
150,794 千円 

イ 茶業研究所 県  農道舗装工事 等 28,184 千円 

 

 

３ 予 算 額 ３９０，８０７千円 

  水稲    イチゴ        茶           観賞魚 
 

埼玉ブランドとなる品種の育成 

 

クリーンな培地で日持ちの
よい鉢花技術の確立 

省力植栽につながるスギ 

コンテナ苗生産技術の開発 
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農地中間管理事業の推進 

                                        担当 農業ビジネス支援課 農地活用担当 

                                        内線 ４０３３ 
１ 目  的 

 農業の生産性向上と農地の有効活用を図るため、担い手への農地の集積・集約化を

行う農地中間管理機構（以下「機構」という。）の運営や、機構が実施する畦畔除去によ

る区画拡大、用排水路の改修など農地の集積・集約化に必要な耕作条件の改善を支援

する。 

 
２ 事業内容 

（１）農地中間管理機構運営事業              １４８，５３７千円 

区  分 事業主体 内   容 予算額 

ア 農地中間管理機構運営事業    147,594千円 

  (ｱ) 運営費  機構 
 機構の人件費・事務費、市

町村等への業務委託費 
127,560千円 

  (ｲ) 管理事業費 機構 
 転貸までの農地の賃借料・管

理料、土地改良賦課金 
20,034千円 

イ 県推進事業 県   機構に対する指導等の経費 643千円 

ウ 農業構造改革 

  支援基金積立金 
県  基金運用益の積立 300千円 

 
（２）農地中間管理機構農地耕作条件改善事業（Ｐ.１７「農業生産基盤の整備」の一部） 
                             １８０，８７０千円 

区  分 事業主体 内   容 予算額 

区画整理 一式 機構 

 畦畔除去、均平作業等による

区画拡大、更新する必要のある

道水路等の整備【10地区】 

180,870千円 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
３ 予 算 額 ３２９，４０７千円 

分散した農地・
小区画の農地 

農地中間管理機構 
((公社)埼玉県農林公社) 

連 携 

集積・集約化 

借受け 

機構運営費、農地 

管理に要する経費 

等の支援 

市町村、農業委員会等 

農地中間管理機構運営事業 
農地中間管理機構 

農地耕作条件改善事業 

大区画化等 
耕作条件の改善 

貸付け 

担い手、新規就農者、 
企業参入等 

 

県 規模拡大 

 
・分散した農地 
・小区画の農地 

リタイヤ農家、経営転換農家、 
土地持ち非農家等の農地 
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特定家畜伝染病防疫体制強化事業 

 

担当 畜産安全課 家畜衛生担当  

内線 ４１７４          

 

１ 目  的 

 家畜衛生情報共有システムの構築等により、家畜伝染病発生時の迅速な防疫措置に必

要な各種情報を集約し、アフリカ豚熱や口蹄疫、高病原性鳥インフルエンザ等の特定家

畜伝染病の発生防止及び発生時の対応力の強化を図る。 

 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

(1) 防疫体制強化情

報収集事業 
県 

 家畜衛生情報共有システムの作成及び

野生鳥獣侵入リスク調査 
25,023千円 

(2) 疾病発生時初動

対応費 
県  疾病発生に備えた初動対応経費 11,232千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

 

 

３ 予 算 額 ３６，２５５千円 

迅速な防疫対応による家畜伝染病のまん延防止 

家畜衛生情報共有システム 

〇 家畜保健衛生所が持つ既存情報 

  紙、電子ファイルなどで保管 

  （Word、Excel、PDF、画像） 

 

 
〇 発生時に必要となる情報の収集 
  作業動線、畜舎内構造設備など  
  農場のＶＲ画像等で詳細把握  

〇 農場周辺の野生鳥獣の生息状況等を把握 
〇 具体的な野生鳥獣侵入防止対策を検討 

野生鳥獣侵入リスク調査 

〇 防疫措置に必要な資材の運搬費用 
〇 消毒ポイントの設置準備費用 
〇 埋却や重機の準備費用 

初動対応経費 

農場見取り図 定期報告書 

畜舎内等を 360度カメラで撮影しＶＲ化 

情報をデジタル化して一元管理 
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家畜保健衛生所機能強化事業 

 
担当 畜産安全課 総務・畜産企画担当  

内線 ４１８９             

 

１ 目  的 

  家畜保健衛生所（以下「家保」という。）の老朽化への対応を図るとともに、併せて

業務の効率化やバイオセキュリティを向上させることにより、家畜防疫体制の強化を目

指す。 
 
 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

(1) 施設整備事業 県 

 

 新たな家保の設置に向けた調査・設

計を行う。 

 

49,000千円 

 

(2) 施設改修事業 

 

県 

 

 川越家保の耐震診断を行う。 5,090千円 

 

 

 
 

 

 

３ 予 算 額 ５４，０９０千円 
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スマート農業の推進 

 

            担当 農業支援課 普及活動担当 内線４０４８ 

               生産振興課 総務・野菜担当 内線４０８２ 花き・果樹・特産・水産担当 内線４１５１ 

１ 目  的 

  新たな農業技術を活用することにより、本県農業における「省力化」「効率化」「見え

る化」を進め、スマート農業を実現する。 

 

２ 事業内容 

（１）技術実証（スマート農業普及推進事業ほか）       ３５,００８千円 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

ア スマート農

業普及推進事

業 

県 

農業者等 

・スマート農業普及推進研究会の開催 

・モデル経営体によるスマート農業技術の実証 
21,530 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）普及実装（施設園芸先端サポート技術導入事業）     １５,９８０千円 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

施設園芸先端サ

ポート技術導入

事業 

県 

農業者

等 

・労働生産性向上のための生産・経営管理技術

の確立普及 

・労働生産性向上のための機械・施設の導入 

支援 

15,980 千円 

 

 

 

 
 

      統合環境制御装置          無人防除機           電動作業車         AI かん水施肥システム 

３ 予 算 額 ５０,９８８千円 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

イ 果樹産地再生支

援事業のうち未来

型果樹園実証展示

事業 

県 

・省力化機械の実証・展示 

 （農業技術研究センター久喜試験場） 

・省力化効果の検証 

13,478 千円 

無人防除機 電動作業車 AIかん水施肥ｼｽﾃﾑ 

スマート農業普及推進研究会の開催                 

○本県スマート農業の方向性を示すアクションプランの随時見直し 

○技術実証する内容や実証するモデル経営体選定の検討 

○スマート農業３事業（スマート農業普及推進事業、未来型果樹園実

証展示事業、施設園芸先端サポート技術導入事業）を総括 

○農業者への情報発信 

 

モデル経営体

での実証 

 

県内農家に 

普及 

データ 

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

スマート農業普及推進事業 果樹産地再生支援事業のうち未来型果樹園実証展示事業 

ロボットトラクター 経営・生産管理システム 品質検査機能付選果機 省力化効果の検証 

情報発信 
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農業法人経営継続計画策定支援事業 

 

 担当 農業支援課  経営体支援担当  

                                   内線 ４０５５            

                                        

１ 目  的 

 大規模自然災害の頻発や新型コロナウイルス感染症の流行を契機に、農業経営における

リスクマネジメントとして経営継続計画（ＢＣＰ）への農業者の関心が高まっている。 

 そこで、自然災害や感染症の拡大などの不測の事態に備え、農業法人等におけるＢＣＰ

策定を支援することで、農業経営の安定化・強靭化を目指すとともに、県民生活に欠かせ

ない農産物の安定供給及び雇用の維持・確保を図る。 

 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

 農業法人経営継続 

計画策定支援事業 
県  県を代表する経営類型のモデルとなる農

業法人等に対して専門家を派遣し、経営の脆

弱性、課題等を抽出し、防災・減災などのリ

スク回避・軽減を目的とした経営継続計画

（ＢＣＰ）の策定を支援する。 

 

 5,362千円 

  

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 ５,３６２千円 
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森林・林業基盤の整備 

 

                     担当 森づくり課 治山・森林管理道担当 

                     内線 ４３１４、４３１６        

 

 

１ 治山対策の推進 

（１）目  的 

   山崩れや荒廃渓流の復旧対策、災害の発生するおそれがある箇所の予防対策を行

うことにより、県民の安心・安全な暮らしを確保する。 

 

（２）事業内容 

区  分 事業主体 内  容 

治山事業 
県 

市町村 

山腹崩壊地や荒廃渓流等に治山施設を設置 

【３５箇所】 

 

（３）予 算 額 ５９７，４８２千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 森林管理道の整備 

（１）目  的 

   森林管理道を整備することにより、適切な森林整備の推進と林業経営の効率化を

図るとともに、山村地域の生活道や災害時の迂回路としての機能を確保する。 

 

（２）事業内容 

区  分 事業主体 内  容 

森林管理道整備事業 

県 

市町村 

森林組合 

森林管理道の開設、改良、舗装 

【５２箇所】 

    

（３）予 算 額 ８３５，７６９千円 

 

合計 林業関係（公共事業） １，４３３，２５１千円 

荒廃渓流の状況 治山施設の設置 
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整備前 

整備後 整備前 整備後 

農業生産基盤の整備 
 
                    担当 農村整備課 水利施設整備・農地整備担当  
                    内線 ４３４７ 
 

１ 担い手を育む農地の整備 

（１）目  的 

   農地の大区画化や用排水路・農道等の整備により、農業生産性の向上と営農条件の改善

を図るとともに、農地の利用調整による経営規模の拡大を進め、高収益を目指す農業経営

体の育成を促進する。 

（２）事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

ア ほ場整備事業 県 
 農地の区画拡大と道路、用水路、排

水路等の一体的な整備  【11地区】 
907,725千円 

 うち 

埼玉型ほ場整備事業 
県 

 畦畔除去による区画拡大など簡易

なほ場整備       【 4地区】 
345,240千円 

イ 農道整備事業 県 
 農道の保全対策 

            【 2地区】 
342,300千円 

ウ 団体営基盤整備 

  促進事業等 

市町村 

土地改良区等 

 小規模区域での農地、農道等の整備

支援          【17地区】 
202,180千円 

（３）予 算 額 １，４５２，２０５千円 

 

２ 地域の安全を守る農地防災事業等 

（１）目  的 

   用排水路・排水機場・ため池等農業用施設の強化、機能低下の回復を図り、地震や洪水

等の自然災害に対する地域の安全性を向上させる。 

（２）事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

ア かんがい排水事業 

  等 
県 

 農業水利施設（用水路､排水路､排水

機場等）の整備及び補修  【16地区】 
1,245,880千円 

イ 農地防災事業 県 
 用排水路の改修、ため池等の耐震補

強           【26地区】 
1,318,307千円 

ウ 団体営基盤整備 

  促進事業等 

市 町 村 

土地改良区 

 小規模区域での用排水路等の整備、

耐震計画策定等の支援  【80地区】 
1,482,680千円 

（３）予 算 額 ４，０４６，８６７千円 

 

合計 農業基盤整備関係（公共事業）※水辺周辺活用事業(農業用水)除く ５，４９９，０７２千円 

    【担い手を育む農地の整備】           【地域の安全を守る農地防災事業等】 
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高収益農業を実現するほ場整備実証事業 
 
                         担当 農村整備課 企画担当 

                         内線 ４３４５ 

 

１ 目  的 

  水田地帯における農業の高収益化を図るため、排水改良を中心とするほ場整備を行い、 

 野菜の生産による高い収益性を実証する。 

  中川上流地区の水田地帯で、ほ場内に暗渠排水を埋設して地下水を下げ、野菜生産に 

 適したほ場を整備し、野菜等の産地形成を図る。 

 

２ 事業内容 

区   分 事業主体 内         容 

高収益農業を実現する

ほ場整備実証事業 県 

実証ほ場の整備 

 ・調査計画 一式 

 ・暗渠排水等による排水改良工事 2ha  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ４０，０００千円 

【効果の実証】                                 

                                     畑作に意欲のある農家により、 

                      水田地帯で高品質で安定した野菜 

                      生産が可能であることを実証する。 

                                            

                                                                                                        

【実施場所】                      

                      中川上流地区で排水改良を進め、            

                     水稲主体の営農から、より収益性の  

                     高い野菜等の作物への転換を図る。 

                     （加須市、羽生市） 

【整備内容】 

                      水田地帯で本格的な野菜生産が行 

                     えるよう、排水路を深くして排水効 

                     果を高め、地下水位を低下させる。 

○○○○状況図

中川上流地区 

小松菜 タマネギ 
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森がつなぐ山とまちの未来事業 

 

                      担当 森づくり課 総務・森林企画担当  

                      内線 ４３１３ 

 

１ 目  的 

 都市部の市町と山側の市町村が連携して森林を整備し、森林の公益的機能の維持・発

揮を図る。 

 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

地域間連携森林整備

等促進事業 
県 

 「マッチングサポートセンター(仮称)」

を設置し、市町村間の森林整備等に係る協

定締結への支援を行う。 

9,000千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 ９，０００千円 

都
市
部
の
市
町 

【 県 】 
 

マッチング 
サポート 

① 山側に対する都市部 
   のニーズを収集 

② 都市部のニーズを 
   山側に提供 

 ③ 山側が提供できる 
     メニューを収集 

森林整備の支援（森林環境譲与税） 

木工製品の提供、森林教育フィールドの提供、交流ツアーの提案等 

 ④ ニーズにマッチした    
      メニューを紹介 

山
側
の
市
町
村 
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水辺周辺活用事業（農業用水） 
 

                        担当 農村整備課 農村環境担当  

                        内線 ４３４８ 

 

１ 目  的 

  埼玉県では、県民誰もが川に愛着を持ちふるさとを実感できる「川の国埼玉」を実現

するため、「清流の復活」と「安らぎとにぎわいの空間創出」により「川の再生」に取り

組んでいる。 

  そこで新たな事業として、農業生産のために維持されてきた身近な水辺の魅力が実感

できるよう水辺空間を整備するとともに、用水路沿線の直売所等と連携し新鮮な農産物

を供給している都市近郊農業についての理解を深める。 

 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

 

水辺周辺活用事業 

（農業用水） 

県 

市町村 

 

 農業用水における環境配慮護

岸、遊歩道の整備等 

 

508,793 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 ５０８，７９３千円 

【イメージ：東京葛西用水地区（草加市）】 

 

（整備後） 

《地域との連携協働》

 

水路と遊歩道を整備し、

直売所等からの来訪者を

呼び込み、水辺の賑わい

を創出 

地元自治会

や活動団体

が草刈りや

清掃などを

行い、維持

管理を実施 

－地域振興－ 

・県へ事業提案  
・協議会を運営して 

 提案を具体化 
・振興施設の整備 

 （公園、案内看板等） 
・イベント企画等で利活用促進   

・住民や関係団体等と維持管理 

・沿線農業の魅力発信 

   

 

 

 

 

市町村 

県 
 －水辺空間の整備－ 
 ・県のノウハウを生かして 
  地域振興に資する水辺づくり 
 ・利活用や維持管理を応援 

住民、民間団体 
－利活用や維持管理－ 

・地域振興イベント等の実施 
・ｳｫｰｷﾝｸﾞや散策等で利用 
・清掃活動等の維持管理 

 

    

・川の国応援団として清掃活動 

 

連携
協働 

【取組内容】 

（整備前） （整備前） 
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埼玉ブランド農産物推進事業 

 
               担当 農業ビジネス支援課 販売対策・６次産業化担当 
               内線 ４１０６  
１ 目  的 

 県民の豊かな食生活を支え、生産者の経営安定と所得向上を実現するためには、埼玉

ブランド農産物を創出し、需要の拡大を図りながら販売していく必要がある。 

 そこで、県が育成した品種を中心にブランド力の強化を図るとともに、県産農産物の

販売促進に取り組み、実需者や消費者から広く認知されることで、県産農産物の需要を

拡大する。 

 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

(1)県産農産物販

売戦略推進事業 

県  埼玉県産農産物の総合的な販売対策を検討

するとともに、ブランド化を戦略的に取り組

む体制を整備する。 

760千円 

 

(2)県産農産物ブ

ランド力強化事

業 

県  県が育成したオリジナル品種を中心に、他

産地との差別化ができる商品づくりによるブ

ランド力の強化を図るとともに、販売促進活

動を通じて高付加価値化を図る。 

2,686千円 

 

(3)一部新県産農

産物情報発信強

化事業 

県  ポータルサイトやＳＮＳなどの各種デジタ

ルツールを有効活用した情報発信を強化する

とともに、クチコミキャンペーンを実施する

ことにより県産農産物の認知度向上及び購入

意欲の促進を図る。 

3,772千円 

(4)県産農産物販

売促進事業 

県  県産農産物の認知度向上と消費拡大を図る

ために、関係機関等と連携し、直売所や駅、量

販店等におけるプロモーションを行う。 

2,105千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 ９,３２３千円 
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埼玉農産物輸出総合サポート事業 
 

                担当 農業ビジネス支援課 販売対策・６次産業化担当 

                                内線 ４１０７ 

１  目  的 

 新型コロナウイルスの影響下で新しい生活様式が浸透したことにより、消費構造が変化

し、多くの既存販路の需要が減少している。 

 一方、海外での日本食ブームの広がりや、アジア諸国での経済成長、世界的な人口増加

により、高品質で安全な本県農産物の輸出可能性が高まり、需要増加が見込まれ、海外で

の商機が増している。 

 そこで、県産農産物の新規販路を開拓するため、輸出を志向する生産者団体等への情報

提供や、輸出先国でのフェア・商談、輸出のニーズに対応した段階に応じた輸出支援を行

い、県産農産物の輸出力の向上を図る。 
 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

(1)農産物輸出推

進事業 

 

県  埼玉農産物輸出促進協議会を運営し、県産農産

物の輸出促進を支援する。 

 海外においてライブコマースや現地での商談

など適切な手法を活用し、県産農産物の認知度を

向上させ、バイヤーへの窓口を広げて販路の拡大

を目指す。 

 また、国内において商談会へのバイヤー招へい

を実施し、海外販路開拓・拡大を支援する。 

２，８９０千円 

 

  

(2)狭山茶輸出販

路拡大事業 

 

県  狭山茶の新たな販売先として、日本茶の新たな

市場であるフランス等において、狭山茶のＰＲや

商談を通じて、継続的な販売につながる販路を確

保する。 

４，５３０千円 

 

 

(3)ＧＦＰグロー

バル産地づく

り推進事業 

生産者団体

等 

 輸出相手国のニーズや規制等に対応したグロ

ーバル産地の形成を進めるため、計画策定、生産・

加工体制等の取組を実施する生産者団体等を支

援する。 

１０，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 １７，４２０千円 

普及啓発
〇埼玉農産物輸出促進協議会

・輸出取組情報の共有

・規制・制度の情報提供

産地形成・販路開拓

〇産地形成
・輸出に向けた生産体制の整備

〇海外商談会で商談
・新規輸出国での商談・ＰＲ
による新規販路開拓

〇バイヤー招へい
・農商工連携フェアでの
バイヤー招へい

販路拡大

〇市場の拡充
・開拓した販路での更なる
需要拡大に向けた消費者を
対象とするＰＲ等の実施

・開拓した販路での更なる
販売量の拡大

県
産
農
産
物
の 

販
路
拡
大 
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Ｓ－ＧＡＰ加速化推進事業 

 

担当 農産物安全課 安全生産・有機担当 

           内線 ４０４９ 

 

１ 目  的 

県民生活におけるリスクの低減や、安全・安心の確保が求められる中、Ｓ－ＧＡＰの

取組の普及拡大を加速化させて、安全・安心な農産物を広く県民に供給する。 

 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

(1) 新安全安心農産物

生産基地づくり 

県  Ｓ－ＧＡＰ実践農場の集団評価の促進を図るため、

集団評価取組マニュアルの作成やそのマニュアルを活

用した研修会及び農業者向けＳ－ＧＡＰ実践農場見学

ツアー等を開催する。 

4,787千円 

 

(2) 一部新Ｓ－ＧＡ

Ｐ認知度向上 

県  流通・加工業者や消費者のＳ－ＧＡＰ認知度を向上

させるため、量販店等でのＳ－ＧＡＰコーナーの設置

や各種イベント等でのＰＲ活動を行う。 

2,114千円 

(3) Ｓ－ＧＡＰ普及

推進 

県  国のガイドライン見直しに対応したＳ－ＧＡＰ仕様

の改定や農業者へのＳ－ＧＡＰ普及指導を担う指導

員、評価員の育成を行う。 

 農業教育機関のＧＡＰ取得に対する支援を行う。 

4,379千円 

 

３ 予 算 額 １１，２８０千円 
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咲いた 米・みらいプロジェクト推進事業 

 
担当 生産振興課 主穀担当  

   内線 ４１４５        

 

１ 目  的 

  県民の食生活の最も基本的な糧になるべき「県産米」を、将来に渡って安定供給が可

能なものとするため、気候変動に対応する生産対策を一層進めるとともに、生産の根本

となる原種等について、非常時にも対応できるリスク管理体制を構築する。 

 
２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

(1)気候変動に対応
した安定生産対
策 

県 
 気候変動に対応する新品種の安定
生産技術の開発を推進する。   1,911千円 

(2)リスク管理体制

整備 

 

県 

 原種等の分散保管のための保管場

所を整備する。   6,118千円 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
３ 予 算 額 ８，０２９千円  
 

 

 

 

・気候変動に負けない安定生

産の実現 

＝県民への安定した食糧供給 

・優良な種子の品質確保及び

安定供給 

＝安心・安全の未来への投資 

県産米全体の収益の向上＋県の責務としての原種等の供給 

＝生産者の継続的な経営・種子の安定供給 
 

(2)リスク管理体制整備 

 原種等の分散管理施設の整備 

(1)気候変動に対応した安定生産対策 

 新品種の安定生産技術開発の推進 
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県産米競争力強化プロジェクト推進事業 

 
担当 生産振興課 主穀担当  

内線 ４１４５        

 

１ 目  的 

  主食用米の需要が減少する中で、県産米の販売促進や消費拡大を支援していくことで、

競争力強化を図り、県産米全体の評価を向上させる。 
 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

(1)新販売促進対
策 県 

 県産米を取り扱う量販店を増やす
ための販売促進対策を行うことで、県

産米の更なる消費拡大を図る。 

   7,847千円  

(2)ブランド定着 

   支援 

 

県 
埼玉うま
い米づく
り推進協 
 議会 

 統一デザインの使用管理要領に基
づく運用やＳＮＳ媒体の運営・管理、
埼玉うまい米づくり推進協議会に対
する活動の支援などを通して、県産米
のブランドの定着を図る。 

   4,897千円   

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
３ 予 算 額 １２，７４４千円 

 

(1)販売促進対策 

 県産米を取り扱う量販店を増やす 

ための販売促進活動の実施 

(2)ブランド定着支援 

 統一デザインの使用管理要領 

に基づく運用やＳＮＳ媒体の 

運営・管理、埼玉うまい米づくり 

推進協議会に対する活動の支援 

県産米の更なる販売促進・消費拡大 

県産米全体の競争力強化・評価向上 

生産者の所得向上 
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狭山茶需要創出促進事業 

 
担当 生産振興課 花き・果樹・特産・水産担当  

内線 ４１４６                 

 

１ 目  的 

  全国的に茶葉（リーフ茶）の消費が減少する中、新型コロナウイルス感染拡大の影響

により、狭山茶の需要は更に落ち込んでいる。「オンライン狭山茶まつり」やレシピコ

ンテスト等の開催により茶葉の新たな需要を創出し、茶葉全体の需要回復を図る。 
 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

(1)狭山茶販売促進事業 県  「オンライン狭山茶まつり」を

開催し、茶葉の消費につながる取

組を実施する。 

4,983千円 

(2)新たな需要創出事業 県  レシピコンテストの開催や飲食

店等の商品化に向けた取組を支援

する。 

8,879千円 

(3)狭山茶ＰＲ事業 県  ＳＮＳアプリ「Instagram」を活

用したＰＲ事業を実施する 

2,104千円 

 

 
 

 

３ 予 算 額 １５，９６６千円 
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花きオンライン商談推進事業 

 
                  担当 生産振興課 花き・果樹・特産・水産担当 

                  内線 ４３８１ 

 

１ 目  的 

  新型コロナウイルス感染拡大により緊急事態宣言が再発令され、イベントや営業の自

粛のため、花き業界は再び苦境に立たされることが予想される。このため、コロナ禍

に対応した商談システムの導入を支援し、いかなる状況下でも持続的に発展できる花

き産業の確立を図る。 

 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

(１)新花きオンライン

商談推進事業 

県 

生産者団体等 

 オンライン商談システム

の導入支援、新規取引の促

進 

3,750千円 

(２)ニーズに合わせた

商品開発支援事業 

県 

生産者団体等 

 新たな販路開拓・新たな

顧客のニーズに対応した商

品の開発支援 

1,519千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 ５，２６９千円 

     

オンライン商談システム 
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Ⅲ 令和３年度農林部各課事業の概要 
 

 

   １ 農 業 政 策 課        
 

 

   (１) 給与費………………………………………………………………………………………………… 

   (２) 農林振興センター運営費…………………………………………………………………………… 

   (３) 農業総務諸費………………………………………………………………………………………… 

   (４) 農業委員会等育成費………………………………………………………………………………… 

   (５) 農林公園管理運営費………………………………………………………………………………… 

   (６) 農政推進対策費……………………………………………………………………………………… 

   (７) 農業協同組合指導費………………………………………………………………………………… 

    (８) 農業技術研究センター費…………………………………………………………………………… 

   (９) 農業技術研究センター施設整備事業費…………………………………………………………… 

   (10) 農地調整事務費……………………………………………………………………………………… 

   (11) 農地管理事務費……………………………………………………………………………………… 

   (12) 農業者年金指導普及費……………………………………………………………………………… 

31 

31

31 

32 

32 

33 

33 

34 

34 

35 

35

35 

 



 

 

 



（単位：千円） 

- 31 - 

事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

給 与 費 
（農業総務費） 

 

 
 
 

 
 
 

 
 

（蚕糸特産総務費） 

 
 
 

 
 

（農地総務費） 

 
 
 

 
 
 

 
農林振興センター 
運 営 費 

 
 
 

 
 
 

 
 

農 業 総 務 諸 費 

 
 
 

 
 

 

 

       4,433,747 
      (4,532,475) 
 財源内訳 

  分担金及び  5,359 
  負担金 
   使用料及び 13,956 

  手数料    
  諸収入      24,922 
   一般財源 4,389,510 

 
 
       300,943 

             (304,610) 
 財源内訳 
   諸収入      1,597 

   一般財源  299,346 
             
              169,921 

             (182,446) 
 財源内訳 
  国庫支出金  15,796 

  諸収入         853 
  一般財源   153,272 
 

 
        25,697 
        (26,869) 

 財源内訳 
  使用料及び  2,381 
  手数料        

  財産収入      315 
  県債     3,000 
   一般財源   20,001 

 
 
        18,789 

        (18,559) 
 財源内訳 
   一般財源   18,789 

 
 
 

 

 

農業政策課      413人 
農業ビジネス支援課  28人 
農産物安全課     14人 

農業支援課      20人 
生産振興課      20人 
農村整備課       1人 

 
会計年度任用職員    103人 
 

 
 
生産振興課 35人 

   
会計年度任用職員      6人 
 

 
 
農業政策課 21人 

 
会計年度任用職員      2人 
 

 
 
 

○県  
農林振興センター運営費              25,697 
 

 
 
 

 
 
 

 
○県  
農業総務諸費                   18,789 

 
 
 

 
 



（単位：千円） 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

農 業 委 員 会 等 
 育 成 費 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
農 林 公 園 
管 理 運 営 費 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

       468,063 
       (483,850) 
 財源内訳 

  国庫支出金 443,943 
   一般財源   24,120 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
               97,896 
        (97,311) 

 財源内訳 
  使用料及び    396 
  手数料        

  一般財源   97,500 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

農業委員会等補助事業費              468,063 
 １ 目  的 
   農業委員会等に関する法律に基づき、農業委員会及び県 

   農業委員会ネットワーク機構の農地事務等に要する経費に 
    ついて助成する。 
 ２ 内  容 

  (1)農業委員会交付金                   132,774 
   ア 事業内容  委員手当等の財源に対し交付 
   イ 補助対象  62農業委員会 

   ウ 補 助 率  定額 
  (2)農地利用最適化交付金                 245,520 
   ア 事業内容  農地利用の最適化に係る活動及び成果 

           実績に応じた報酬の財源に対し交付 
   イ 補助対象  62農業委員会 
   ウ 補 助 率  定額 

  (3)機構集積支援事業                     53,623 
   ア 事業内容  農地法に基づく事務の適正実施及び 
           農地の有効利用を図るための支援に 

           要する経費に対し交付 
   イ 補助対象  63農業委員会等 
   ウ 補 助 率  定額 

  (4)県農業委員会ネットワーク機構費補助金      36,146 
   ア 事業内容  農業委員会法第43条に規定する事項に 
                     要する職員給与費等に要する経費に 

           対し補助 
   イ 補 助 率  定額 
 

○県  
農林公園管理事業費                    97,896 
 １ 目  的 

   農林公園の円滑かつ効率的な管理運営を行うことにより
   農林業関係者の資質の向上及び都市住民の農林業理解の促
   進を図る。 

 ２ 内  容 
  (1)管理運営費                                  
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  管理運営 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

農政推進対策費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

農 業 協 同 組 合 

指 導 費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

                5,485 
         (5,534) 
 財源内訳 

  国庫支出金  3,500 
  一般財源    1,985 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
               1,642 

        (1,752) 
 財源内訳 
  一般財源    1,642 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

① 埼玉農産物の魅力再発見食育推進事業費      3,500 
 １ 目  的 
   地域の農林業や伝統的な食文化の理解促進のため、食育 

  推進リーダーの育成や地域食文化の継承活動などに取り組 
  む市町村及び民間団体等を支援する。  
 ２ 内  容 

  (1)地域食育活動の支援 
   ア 事業主体  市町村、民間団体等 
   イ 事業内容  市町村及び民間団体等の食育推進事業

          を支援 
   ウ 補 助 率  1/2以内 
○県  

② 埼玉県農林水産業振興基本計画策定事業費         1,985 
 １ 目  的 
   埼玉県農林水産業振興条例に基づき、令和2年度に策定 

  予定である埼玉県農林水産業振興基本計画について、その 
  内容を県民に広く周知する。 
 ２ 内  容 

  (1) 事業主体  県 
  (2) 事業内容  説明会の開催、 
          計画冊子の作成・配布 

 
○県  
① 農業協同組合等検査指導事業費          1,412 

 １ 目  的 
   農業協同組合等に対する検査及び指導を実施し、組合運 
  営の適正化を図る。 

 ２ 内  容 
  (1)農協指導事務費                  313 
   ア 農協の健全な経営性の確保に関する指導 

   イ 農協の管理態勢整備に関する指導 
   ウ 農協法に基づく許認可承認事務 
   エ 農協に関する調査統計事務 

  (2)農協検査事務費                1,099 
   ア 常例検査      9 組合 
   (ｱ) 全面検査      5 組合 

   (ｲ) 部分検査      4 組合 
   イ 随時検査     6 組合 
   (ｱ) 要請検査     1 組合 

   (ｲ) パトロール検査  5 組合 
○県  
② 農業団体活動促進事業費                230 

 １ 目  的 
   ＪＡ埼玉県女性組織協議会及び埼玉県農協青年部協議会 
  の組織の整備・拡大と活性化を図るため、活動に要する経 

  費を助成する。 
 ２ 内  容 
  (1)事業主体  ＪＡ埼玉県女性組織協議会         140 

            埼玉県農協青年部協議会           90 
  (2)補 助 率  定額 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

農 業 技 術 研 究 
セ ン タ ー 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
農 業 技 術 研 究 
セ ン タ ー 

施設整備事業費 
 
 

 
 

 

        169,347 
       (188,150) 
 財源内訳 

  使用料及び  1,502 
  手数料        
  国庫支出金    380 

  財産収入    22,261 
  諸収入      42,720 
  一般財源  102,484 

 
（運営費）   54,038 
       (53,001) 

 財源内訳 
  使用料及び  1,097 
  手数料 

  財産収入  10,237 
  諸収入     29 
  一般財源  42,675 

 
（農業研究費）100,476 
       (109,063) 

 財源内訳 
  使用料及び   405 
  手数料        

  国庫支出金   380 
  財産収入     6,309 
  諸収入   35,387 

  一般財源   57,995 
 
（畜産研究費） 14,833 

        (13,309) 
 財源内訳 
  財産収入     5,715 

  諸収入    7,304 
  一般財源    1,814 
 

 
              150,794 
       (242,723) 

 財源内訳 
  県債      136,000 
  一般財源   14,794 

 
 
 

 
 
 

○県  

① 農業技術研究センター運営費             54,038 
 １ 目  的 
   農業技術研究センターの円滑な管理・運営を行う。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容  管理・運営 

   
② 農業技術研究センター試験研究費        115,309 
 １ 目  的 

    本県農畜産業の競争力を強化するため、研究開発を行う。 
 ２ 内  容 
  (1)農業試験研究費                 100,476 

   Ⅰ 環境変化に対応した技術の開発          4,816 
   Ⅱ 埼玉ブランドとなる品種の育成と普及      9,297 
     Ⅲ 省力、低コスト、高品質生産技術の開発    34,893 

   Ⅳ 調査及び受託研究                         37,197 
Ⅴ 分析機器更新事業              14,273 

   (2)畜産試験研究費                  14,833 

   Ⅰ 環境変化に対応した技術の開発              5,400 
     Ⅱ 埼玉ブランドとなる品種の育成と普及        1,529
     Ⅲ 省力、低コスト、高品質生産技術の開発      7,610 

     Ⅳ 調査及び受託研究                  294 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○県  
農業技術研究センター施設整備事業費        150,794 
 １ 目  的 

   農業技術研究センターの研究機能の強化のため、本所、
  玉井試験場、久喜試験場において、必要な工事、設計、備 
  品整備等を行う。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容  施設整備                   
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

農地調整事務費 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

農地管理事務費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

農 業 者 年 金 

指 導 普 及 費 

               

        3,285 
         (3,176) 
 財源内訳 

  国庫支出金  2,500 
  一般財源      785 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

               22,913 
        (21,224) 
 財源内訳 

  国庫支出金 22,913 
 
 

 
 
 

 
 
          230 

           (250) 
 財源内訳 
  一般財源      230 

 

 

農地調整関係事務費                                 3,285 
 １ 目  的 
   農地法の趣旨徹底を図るほか、農地の農業上の効率的な 

  利用関係及び農業以外の土地利用関係の調整並びに農地に 
  係る紛争の早期解決を図る。 
 ２ 内  容 

  (1)農地法励行指導事務                             199 
   ア 和解の仲介 
   イ 農地法上の諸事務の指導 

   ウ 農地相談 
  (2)農地統制事務                  2,473 
   ア 農地法第 4･5 条の許可申請の処理 

   イ 農地転用許可条件履行状況調査 
   ウ 農地法違反行為の是正指導 
  (3)既墾地等関係事務                 257 

    農地に関する紛争処理 
○県 (4)農村地域整備促進費                356 
   ア 農業振興地域管理事務 

   イ 農業振興地域整備基本方針の策定事務 
 
 

農地対価等経理事務費                 22,913 
 １ 目  的 
   自作農財産の管理、貸付料の徴収及び処分（売払等）の

促進を図る。 
 ２ 内  容 
  (1)実施地域  国有農地 37 市町及び開拓財産 51 地区 

  (2)事業内容 
   ア 農地等対価支払徴収事務 
   イ 自作農財産管理・処分事務 

 
○県  
農業団体活動促進事業費                 230 

 １ 目  的 
   農業者年金事業の円滑な推進を図るため、埼玉県農業者 
  年金推進協議会の運営に要する経費について助成する。 

 ２ 内  容 
 (1)事業主体  埼玉県農業者年金推進協議会 
 (2)補 助 率  定額 
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   ２ 農業ビジネス支援課 

 

 

   (１) 彩の国農林業の祭典開催費………………………………………………………………………… 

   (２) 農業経営基盤強化対策費…………………………………………………………………………… 

   (３) 農地利用集積事業資金損失補償…………………………………………………………………… 

   (４) 見沼農業振興対策費………………………………………………………………………………… 

   (５) 伝統的農業継承支援事業費………………………………………………………………………… 

   (６) グリーンツーリズム活動促進費…………………………………………………………………… 

   (７) 農山村活性化対策事業費…………………………………………………………………………… 

   (８) 経営体育成条件整備費……………………………………………………………………………… 

   (９) 卸売市場対策費……………………………………………………………………………………… 

   (10) 生鮮食料品流通合理化対策費……………………………………………………………………… 

   (11) 彩の国農産物地産地消推進費……………………………………………………………………… 

   (12) 埼玉農産物ブランド化推進事業費………………………………………………………………… 

   (13) 海外新規販路対策事業費…………………………………………………………………………… 

   (14) 普及活動推進費……………………………………………………………………………………… 

   

 

39 

39 

41 

42 

42

43 

43 

44 

44 

45 

45 

46 

47 

47 



 
 

 



（単位：千円） 

- 39 - 

事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

彩の国農林業 の 
祭 典 開 催 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

農 業 経 営 基 盤 
強 化 対 策 費 

 

 

         2,994 
           (2,994) 
 財源内訳 

   一般財源     2,994 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

        466,368 
       (510,591) 
 財源内訳 

  国庫支出金 308,869 
  財産収入       300 
  繰入金     100,231 

  一般財源  56,968 
 

○県  

さいたま食と農林業の祭典開催事業費          2,994 
 １ 目  的 
   都市と農村の交流を促進し、本県農林水産業や農産物等 

  に対する一層の理解促進を図り、もって本県農林水産業の 
  振興に資するため、食と農林業の祭典を開催する。 
 ２ 内  容 

  (1)埼玉農業大賞表彰事業費                66 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  農林業振興貢献団体・個人の表彰。 

  (2)彩の国食と農林業の祭典事業費          2,500 
   ア 事業主体  彩の国食と農林業の祭典実行委員会 
   イ 事業内容  県産農産物等の販売、県内農林水産業 

            の紹介、地域特産品の試食・販売等｡ 
  (3)農林水産祭事業費                      428 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  全国農林水産祭への参加。 
 
 

①  農地中間管理機構運営事業費             148,537 
 １ 目  的 
   農業経営の規模拡大、農地の集団化等により農地の利用 

  の効率化と高度化及び農業の生産性向上を図るため、農地 
   中間管理機構の運営に要する費用等を支援する。 
 ２ 内  容  

   (1)農地中間管理機構運営事業費         147,594 
   ア 運営費補助               127,560 
    (ｱ) 事業主体  農地中間管理機構 

   (ｲ) 事業内容  農地中間管理機構の体制整備に要す 
                       る経費、市町村への委託に要する経 
            費。  

    (ｳ) 補助率   10/10 
   イ 管理事業費補助                   20,034 
    (ｱ) 事業主体  農地中間管理機構 

      (ｲ) 事業内容    農地中間管理機構が農地を借り受け 
            るための賃借料、借り受けた農地の 
            管理等に要する経費。  

    (ｳ) 補助率    10/10 
   (2)県推進事業費                                  643 
      ア 事業主体   県   

      イ 事業内容     農地中間管理事業の推進に要する経 
            費。 
   (3)農業構造改革支援基金積立金                    300 

    ア 事業主体   県 
      イ 事業内容    農業構造改革支援基金への積立金。 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

   

②  農地活用促進事業費                     311,155 
 １ 目  的 
   地域の話し合いと合意に基づき、地域の中心となる経営 

  体への農地集積や分散化した農地の連担化を進める。 
 ２ 内  容 
  (1)人・農地プラン推進事業費                  297,839 

   ア 経営継承・発展等支援推進事務等事業費      2,234 
    (ｱ) 事業主体  市町村 
      (ｲ) 事業内容  人・農地プランの作成・見直しに要 

           する経費。 
      (ｳ) 補助率   定額  
     イ 機構集積協力金交付事業費           295,605 

    (ｱ) 事業主体  市町村 
      (ｲ) 事業内容   機構への農地の出し手・地域に対す 
                       る協力金。 

      (ｳ) 補助率    定額 
   (2)農地利用集積事業費                     12,656 
    ア 事業費補助                     5,821 

   (ｱ) 事業主体  農地中間管理機構 
      (ｲ) 事業内容  事業の推進・啓発を行うための市町 
                       町村との連絡調整費、農地買入に要 

                       する調査・登記等の経費。 
   (ｳ) 補助率    10/10 
    イ 農地利用集積推進費                 6,835 

   (ｱ) 事業内容   農地集積の推進に関する業務委託。 
   (ｲ) 委託先    (公社)埼玉県農林公社 
○県 (3)遊休農地対策事業費               404 

   ア 連絡調整費                 404 
      (ｱ) 事業主体    県 
     (ｲ)  事業内容  遊休農地対策の推進に要する経費。 

○県 (4)都市農業振興対策事業費             256 
   ア 啓発普及費                 256 
      (ｱ) 事業主体    県 

     (ｲ)  事業内容  都市農業振興関連制度の周知に要す 
            る経費。 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
（債務負担行為）  

農地利用集積事業  
資金損失補償（令  
和３年度融資分）  

 ○県  

③  未利用農地の利活用促進事業費          6,676 
 １ 目  的 
   未利用農地が比較的多い中山間地域において、農地の整 

  備と地域特性を活かした農産物の導入を一体的に支援し、 
  農作物の観光施設への供給などにより交流人口を増やして 
  中山間地域の活性化を図ることで、未利用農地の利活用を 

  促進する。 
  ２ 内  容 
  (1)推進事業費                               91 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  未利用農地の整備及び活用による地域 
                     の活性化に向けた関係機関との調整に 

           要する経費。  
  (2)耕作条件整備事業費                   2,000 
   ア 事業主体  農地中間管理機構 

   イ 事業内容    地域の未利用農地を含んだ農地中間管 
           理事業と併せた耕作条件の整備に要す 
           る経費。  

   ウ  補助率    7.75/10 
  (3)生産支援事業費                      4,585 
   ア 事業主体  生産集団等 

   イ 事業内容    地域の特性を活かした農産物の導入に 
                     要する経費。  
   ウ  補助率    1/2 

 
 
（公社）埼玉県農林公社が農地利用集積事業に要する資金を金

融機関から円滑に借り入れられるよう損失を補償する。 
 
限度額 

 （公社）埼玉県農林公社が農地利用集積事業のため借り入れ
た資金のうち回収されない元本及び利子について、最終弁済期
到来後３月を経過しても償還できない額。 

 
期 間 
 令和３年度から令和１４年度まで。 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

見 沼 農 業 振 興 
対 策 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
伝統的農業継 承 

支 援 事 業 費 
 

 

        42,637 
        (41,806) 
 財源内訳 

  繰入金      41,976 
  一般財源     661 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
           2,354 

               (1,000) 
 財源内訳 
  一般財源    2,354 

 
 
 

 

○県  

見沼農業活性化対策事業費                42,637 
 １ 目  的 
   見沼農業の活性化により、農業振興を通じた見沼田圃の

  保全・活用・創造を図る。 
 ２ 内  容 
  (1)農業経営指導事業費                10 

   農業経営面及び技術面からの指導。 
  (2)見沼農業支援体制整備事業費                    651 
   ア 事業主体   県  

                       （公社）埼玉県農林公社に委託。 
   イ 事業内容     都市近郊農業の振興、市民農園栽培 
             教室の開催等。 

  (3)公有地化農地活用対策事業費               41,976 
   ア 公有地化農地復元・管理作業費             40,072 
    (ｱ) 事業主体  県 

           （公社）埼玉県農林公社に委託。 
    (ｲ) 事業内容    公有地化農地の復元管理及び県民ふ 
                       れあい農園の管理等。 

   イ 都市住民交流拠点運営費          1,904 
    (ｱ) 事業主体  県 
           （公社）埼玉県農林公社に委託。 

    (ｲ) 事業内容    公有地化農地の管理拠点としての機 
                       能を有する交流拠点の管理･運営。 
 

 
○県  
① 三富地域農業活性化対策事業費          1,000 

 １ 目  的 
   三富地域農業を農業者と都市住民が協働して持続的に活
  性化させる。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  三富地域農業振興協議会 
  (2)事業内容  三富地域農業を農業者と都市住民が協働 

         して持続的に発展させるための活動等の 
         支援。 
  (3)補助率   1/2以内 

○新○県  
② 伝統的農業継承支援事業費            1,354 
 １ 目  的 

   農業遺産の維持・継承に係る取組や広報・普及啓発活動 
  等を支援し、地域の活性化を図る。 
 ２ 内  容 

  (1) 農業遺産推進事業費                   354 
   ア 事業主体  県 
     イ 事業内容  協議会の活動支援や認定地域のPR等に 

                     要する経費。 
   (2) 農業遺産認定支援事業費                1,000 
   ア 事業主体  協議会 

     イ 事業内容   伝統的農法を維持・保全する取組や認 
           知度向上等に係る活動等の支援。 
     ウ 補助率    1/2 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

グリーンツーリズム 
活 動 促 進 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
農 山 村 活 性 化 

対 策 事 業 費 

 

         2,349  
         (4,355)
 財源内訳 

  国庫支出金     255  
  一般財源    2,094 
              

            
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
               40,050 

        (41,949) 
 財源内訳 
   国庫支出金  14,654 

  財産収入     1,806  
  繰入金      13,445  
  一般財源    10,145 

 

 

儲かる観光農園産地育成支援事業費             2,349 
 １ 目  的 
   観光農園の経営力と集客力強化を支援するとともに、観 

  光農園を地域活性化のコンテンツとして育成する地域のＰ 
Ｒを行う。 

 ２ 内  容 

  (1)観光農園経営力強化事業費              1,169 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  経営意識を高めるための研修の実施及 

び更なる経営力向上を目指した個別指 
導の実施。 

  (2)地域連携推進事業費                 1,180 

     ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  観光農園を核として品目ごとのPR活動 
           など地域の活性化を図る取組を展開。 

 
 
①  中山間地域活性化対策事業費                   15,957 

 １  目  的 
    地域住民活動の支援や都市との地域間交流、定住の促進 
   等を行い、中山間地域の活性化を図る。 

 ２  内  容 
  (1)中山間地域ふるさと事業費                    15,251 
    ア 事業主体  県  

   イ 事業内容  企業や大学等に委託し、ワークショッ 
           プや共同活動を実施。 
            地域活性化に必要な人材育成のための 

                     研修のほか、各イベントにおいて啓発 
                     活動の実施。 
○県 (2)山村振興対策事業費                706 

   ア 事業主体  県 
    イ 事業内容  都市との地域間交流や定住を促進し山 
                     村を活性化するため、地域の特色ある 

                     豊かな山村づくりの支援。 
 
② 中山間地域等支援事業費                        24,093 

  １  目  的 
    中山間地域の農業生産者等を支援し、耕作放棄の発生を
    防止し多面的機能の維持を図る。 

  ２  内  容 
  (1)中山間地域等直接支払事業費              23,186 
   ア 事業主体  12市町村 

   イ 事業内容  集落内の農業者等が農地の管理方法や
           役割分担を取り決めた協定を締結し、 
                     ５年以上継続して農業生産活動等を行  

                     場合、農地の不利性や面積に応じて助
           成。 
   ウ 補 助 率   3/4、2/3 

   (2)中山間地域等直接支払推進事業費              907 
     ア 県推進事業費                302 
     イ 市町村推進事業費補助            605 

    (ｱ) 事業主体  市町村 
    (ｲ) 対象地区  9市町村 
   (ｳ)  補 助 率  定額 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

経営体育成条 件 
整 備 費 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
卸売市場対策 費 

 

 
 
 

 
 

 

         95,940 
        (94,167) 
 財源内訳 

  国庫支出金  94,044 
  一般財源   1,896 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
             1,548 
            (1,646) 
 財源内訳  
   一般財源   1,548 
 

 
 
 

 
 
 

 

経営体育成条件整備事業費                   95,940 
 １ 目  的 
   人・農地プランを作成した地域において、中心経営体等 

  の育成・確保に必要な農業用機械施設等の導入を支援する 
  とともに、事業の円滑な実施等を支援する。 
 ２ 内  容 

○県 (1)推進事業費                  1,459 
   ア 事業主体  埼玉県経営構造対策推進会議 
           県 

   イ 事業内容  経営構造アドバイザーを設置し、     
                     市町村・地区に対する助言・指導の実 
           施。  

   ウ 補 助 率  10/10 
  (2)整備事業費                   94,481 
   ア 経営体育成支援事業費           94,367 

      (ｱ) 事業主体  市町村 
    (ｲ) 事業内容   中心経営体等の農業用機械施設等の 
                       導入の補助。 

    (ｳ) 補 助 率  3/10以内、1/2以内 
     イ 県附帯事務費                 114 
 

○県  
卸売市場整備推進指導事業費                         1,548 
 １ 目  的 

   卸売市場の適正な運営の確保、経営の指導、市場関係者 
  等の資質向上を図る。 
 ２ 内  容 

  (1)埼玉県卸売市場連絡調整会議費           58 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  卸売市場関係者との意見交換。 

  (2)卸売市場運営指導費                   1,490 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  市場現地調査、市場実態調査、市場関 

           係者研修等の実施。 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

生鮮食料品流 通 
合 理 化 対 策 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
彩 の 国 農 産 物 

地産地消推進 費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

             2,490 
         (4,162) 
 財源内訳 

  一般財源   2,490 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
             9,861 

         (3,964) 
 財源内訳 
  国庫支出金   5,986 

一般財源   3,875 
 
 

○県  

① 農販直結型新流通システム支援事業費            1,580 
 １ 目  的 
   産地と県内量販店等を効率的に結び付け、鮮度確保や輸

送コストの低減等を図った新たな流通体制を構築する。 
 ２ 内  容 
  (1)新流通システム構築推進事業費                   390 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  研修会、検討会の開催。 
   (2)新流通システムマッチング支援事業費           1,190 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  ＷＥＢマッチング会の開催。 
○県  

② 食品流通関係団体補助事業費              910 
 １ 目  的 
    関係団体の自主的な活動に対して助成を行い、団体の健 

  全な育成を図り､生鮮食料品等の流通の合理化を推進する。 
 ２ 内  容 
  (1)事業主体 

   ア (一社)埼玉県青果市場連合会 
   イ 埼玉県青果市場せり人協会 
   ウ 埼玉県食肉協議会 

   エ 埼玉県青果商組合協議会 
   オ 埼玉県食品工業協会 
  (2)補助率   定額 

 
○県  
① 地産地消推進事業費                             1,421 

 １ 目  的 
   県域における地産地消運動を推進するとともに、県民の
   県産農産物の購入機会の拡大や利用促進を図る。 

 ２ 内  容 
  (1)「近いがうまい埼玉産」地産地消活動推進事業費   337 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容   地産地消推進会議の開催、地産地消推 
           進月間キャンペーン等の実施。 
  (2)県産農産物サポート店推進事業費            368 

   ア 事業主体  県 
     イ 事業内容  「県産農産物サポート店」の登録・ 
                     ＰＲを推進。 

  (3)ふるさと認証食品認証推進事業費           385 
   ア 事業主体  県 
     イ 事業内容  「埼玉県ふるさと認証食品」の認証を 

           推進。 
  (4)県産農産物コーナー設置促進事業費          331 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  量販店等における県産農産物コーナー 
                    の設置推進。 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

埼玉農産物ブラン 
ド化推進事業 費 

 

 
 
 

 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

         10,505 
         (13,905) 
 財源内訳 

  諸収入      630 
  一般財源    9,875 
 

 
 
 

 

② 埼玉農商工連携推進事業費                     8,440 
 １ 目  的 
   農業者と食品関連事業者との連携による新たなビジネス 

  チャンスの創出に向けたマッチング機会の増加を図るとと 
  もに、県産農産物を利用した食料品等の販路開拓を図る。 
 ２ 内  容 

○県 (1)埼玉農商工連携機会創出事業費         2,208 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  埼玉県農商工連携フェアの開催。 

○県 (2)埼玉優良加工食品表彰事業費           246 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  県産農産物を活用した優良加工食品を 

           製造する事業者の表彰。 
  (3)埼玉ローカルフードビジネス創出支援事業費   5,986 
   ア 事業主体  県、市町村、民間団体等 

   イ 事業内容  県内の農業者や食品関連事業者等が連 
           携して取り組む埼玉愛を育む商品開発 
           の支援。 

   ウ 補助率   10/10（１団体） 
 
○県  

① 東京２０２０大会 彩り豊かな県産農産物でおもてなし事 
  業費                       1,182 
 １ 目  的 

   ４競技会場周辺の県産農産物サポート店の飲食店におい 
  て、埼玉県産農産物キャンペーンを開催し、来県者に実際 
  に味わってもらう機会を提供する。 

 ２ 内  容 
  (1) 事業主体  県 
  (2) 事業内容  ４競技会場周辺の飲食店における県産 

                     農産物キャンペーンの開催。 
○県  
② 埼玉ブランド農産物推進事業費                    9,323 

 １ 目  的 
   県が育成した品種を中心にブランド力の強化を図るとと
  もに、県産農産物の販売促進に取り組み、実需者や消費者 

  から広く認知されることで、県産農産物の需要を拡大する。 
 ２ 内  容 
  (1)県産農産物販売戦略推進事業費             760 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  埼玉県産農産物の総合的な販売対策の
           検討、ブランド化を戦略的に取り組む

           体制の整備。 
  (2)県産農産物ブランド力強化事業費           2,686 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  他産地と差別化ができる商品づくり、
           価格上昇が見込まれる先への販売促進 
                     活動の実施。 

○新  (3)県産農産物情報発信強化事業費               3,772 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  ＳＮＳやＷＥＢ等を活用した情報発信 

           の強化。 
  (4)県産農産物販売促進事業費             2,105 
    ア  事業主体  県 

   イ 事業内容  直売所や駅、量販店等におけるプロモ
           ーションの実施。 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 海外新規販路対策 
 事 業 費 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

普及活動推進 費 
 
 

 

               95,994 
          (16,627) 
 財源内訳 

  国庫支出金  88,574 
   諸収入    1,000 
  一般財源     6,420 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

               11,880 
         (8,471) 
 財源内訳 

   国庫支出金   9,960 
  一般財源     1,920 
 

 
 

 

① 埼玉農産物輸出総合サポート事業費       17,420 
 １ 目  的 

 輸出を志向する生産者団体等への情報提供等や輸出先国

でのフェア・商談の実施、輸出のニーズに対応した段階に
応じた輸出支援を行い県産農産物の輸出力の向上を図る。 

 ２ 内  容 

  (1)農産物輸出推進事業費               2,890 
    ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  輸出に関するセミナーの開催、海外での 

                     ライブコマースや商談会実施。 
  (2)狭山茶輸出販路拡大事業費             4,530 
    ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  海外でのプロモーションや商談の実施。 
   (3)ＧＦＰグローバル産地づくり推進事業費     10,000 
   ア 事業主体  事業者 

   イ 事業内容  輸出に関する計画策定、生産・加工体制 
           等の取組を実施する生産者団体の支援。 
   ウ 補助率   定額 

○新  
② 食品産業の輸出向けHACCP等対応施設整備支援事業費  
                         78,574 

 １ 目  的 
   輸出先国のニーズに対応したHACCP等の基準を満たすた 

め、農業者等が行う施設の改修及び新設、機器の整備に対 

して支援を行う。 
 ２ 内  容 
   (1)事業主体  事業者 

  (2)事業内容  輸出国ニーズに対応したHACCP等の基準を 
                  満たすため、農業者等が行う施設の改修 
                  及び新設、機器の整備に対する支援。 

  (3)補助率   1/2 
 
 

農業の６次産業化支援事業費                        11,880 
 １ 目  的 
    農業の６次産業化に取り組む農業者等の発展段階に応じ 

   て戦略的かつ実践的な支援を行い、農業経営の多角化と強 
   化を図ることで、収益力向上と地域振興を目指す。 
 ２ 内  容 

○県 (1)戦略的６次産業化支援事業費           1,920 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  農業者等が策定した経営ビジョン（事 

           業計画）に基づく、発展段階に応じた 
                     取組の支援。 
  (2)６次産業化ネットワーク活動推進事業費         9,960 

     ア 事業主体  県、市町村等 
   イ 事業内容  経営改善計画の作成及びネットワーク 
           の構築に向けた支援。 

            地域ぐるみの６次産業化に取り組む市 
           町村等に対する経費助成。 
   ウ 補助率   1/2、1/3 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

バイオマス利活用 
推 進 費 

 

 
 
 

 
 

 

 
 
 

 
農 産 物 等 販 売 
促 進 費 

 

                  388 
                 (412) 
 財源内訳 

  一般財源       388 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
                3,182 
               (3,385) 

 財源内訳 
  一般財源     3,182 
 

○県  

農山村バイオマス利活用促進事業費              388 
 １ 目  的  
   循環型社会の形成や農山村の活性化に資するため、バイ 

  オマスの利活用の普及啓発を図るとともに、リサイクル・
  ループ構築等を支援し、地域内における利活用を促進する
   

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容  バイオマス利活用に関する研修会の開催や 

         イベントへの出展のほか、リサイクル・ル
         ープの構築に向けた支援を行う。 
 

○県  
食品表示等適正化推進事業費             3,182 
 １ 目  的 

   消費者の商品選択に資するため、食品表示法に基づく食 
  品表示基準の遵守について調査・指導を行うほか、県民か 
  ら公募した食品表示調査員による表示状況調査及び科学的 

  手法を用いた表示の真正性の調査を行う。 
   また、米トレーサビリティ法に基づく、取引等の記録の 
  作成・保存、産地情報の伝達遵守の徹底を図る。 

 ２ 内  容 
  (1)食品表示指導事業費              1,518 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  小売店等への指導等 
  (2)食品表示状況調査費                601 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  食品表示調査員による表示状況調査 
  (3)食品表示の真正性調査費              975 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  食品の内容物と表示内容との真正性 
          をＤＮＡ鑑定により確認 
   ウ 対象品目  精米、食肉、魚介類など 

  (4)米トレーサビリティ推進事務費            88 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  事業者等に対し、米トレーサビリティ 

          制度の啓発・指導 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 安全安心農産物 
 確 保 対 策 費 

  

        40,423 
        (43,067) 
 財源内訳 

  国庫支出金 12,979 
  一般財源  27,444 

○県  

① 安全安心農産物確保対策推進事業費        2,953 
 １ 目  的 
   農産物生産工程管理指導における汚染リスクの把握、化 

  学物質等による影響回避技術の開発などにより安全で安心 
  できる農産物の供給を確保する。  
 ２ 内  容 

  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容 
   ア 農産物生産工程管理指導における汚染リスクの把握 

                          1,636 
   イ 化学物質等による農産物への影響回避技術の開発 
                          1,317 

    
② Ｓ－ＧＡＰ加速化推進事業費           11,280 
 １ 目  的 

   県産農産物の安全に対する信頼性の向上を図るため、Ｓ
－ＧＡＰの取組の普及拡大を加速化させて、安全・安心な
農産物を広く県民に供給する。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容 

   ア 安全安心農産物生産基地づくり事業費     4,787 
     集団評価取組マニュアルの作成や研修会、実践農場 
    見学ツアー等の開催 

     イ Ｓ－ＧＡＰ認知度向上事業費           2,114 
     量販店でのＳ－ＧＡＰコーナーの設置や各種イベン 
    ト等でのＰＲ活動の実施 

   ウ Ｓ－ＧＡＰ普及推進事業費           4,379 
     Ｓ－ＧＡＰの仕様の改定、指導員・評価員の育成、 
    農業教育機関のＧＡＰ取得に対する支援 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

  ○県  

③ 原発事故に係る農畜産物影響調査事業費      7,448 
 １ 目  的 
   東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物質 

  の影響を調査し、県産農産物等の安全性を確認するととも 
  に、その情報を公表することにより、放射性物質による風 
  評被害の防止を図る。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 
  (2)事業主体  県産農産物等の放射性物質の分析調査 

           の実施  
 
④ 埼玉エコ農業推進事業費             18,742 

 １ 目  的 
   農業による環境負荷の軽減を図るため、農薬・化学肥料

 の削減や地球温暖化等に効果の高いエコ農業に取り組む産 

  地を育成するとともに、環境保全型農業に対する消費者等 
  の理解を深め、エコ農産物の需要拡大を図る。 
 ２ 内  容 

  (1)エコ農業の推進                1,298 
   ア エコ農業の技術サポート            650 
    (ｱ) 地球温暖化防止等に効果の高い農業技術の導入推 

     進や講習会等の開催              400 
    (ｲ) 環境負荷低減モデル産地の育成        250 
     a 事 業 主 体  農業者、農協、農業者団体等 

     b 補 助 率  1/2 
     c 補助対象数  １団体 
   イ エコ農業推進活動              648 

  (2)エコ農業への直接支援             15,100 
   ア エコ農業直接支払              14,400 
     地球温暖化防止等に効果の高い生産技術や有機農業 

    等に取り組む生産者団体等への支援 
     a 事 業 主 体  市町村 
     b 補 助 率  3/4 

   イ エコ農業直接支払推進事務          700 
    (ｱ) 県推進事業費               500 
    (ｲ) 市町村推進事業費補助           200 

     a 事 業 主 体  市町村 
     b 補 助 率  定額 
     c 補助対象数  2市町村 

  (3)有機農業の拡大                2,344 
   有機農業推進のための研修会、情報交換会の開催や、流 
  通業者とのマッチング等の実施 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 病害虫防除所費 

  

         25,639 
        (28,193) 
 財源内訳 

  使用料及び     211 
  手数料      
  国庫支出金  9,839 

  一般財源  15,589 

 

病害虫防除所費                   25,639 
 １ 目  的 
   農業生産安定のため、病害虫発生予察、病害虫防除対策 

  を行い病害虫の発生と農産物への経済的被害を防止する。 
 ２ 内  容 
  (1) 病害虫防除所の運営              3,712 

  (2) 病害虫防除員の設置                 461 
  (3) 病害虫発生予察                 5,949 
  (4) 病害虫農薬環境リスク低減技術確立            977 

  (5) 総合的病害虫管理(IPM)推進事業           287 
  (6) 検疫病害虫侵入リスク管理対策事業         465 
  (7) 重要病害虫の防除対策              12,432 

○県 (8) 肥料検査事業                  1,356 
 
 

農 薬 安 全 使 用 
対 策 費 

 
 

         4,884 
        (4,267) 
 財源内訳 

  国庫支出金  1,317 
  諸収入    2,000 
  一般財源   1,567 

 
 

① 農薬安全対策事業費               4,744 
 １ 目  的 
    農薬による危被害を防止するため、農薬の安全かつ適正 

   な使用の確保、並びに農薬の適切な管理及び販売の推進を 
   図る。 
 ２ 内  容 

  (1)事業主体 県 
  (2)事業内容    
   ア 農薬安全使用総合対策事業費        2,384 

   イ 農薬残留対策事業費            2,360 
○県  
② 農産物安全関係団体補助事業費           140 

 １ 目  的 
    円滑な農林行政の推進を図るため、団体の活動に要する 
   経費の一部を助成する。  

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  （一社）埼玉県植物防疫協会 
  (2)補 助 率  定額 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

給 与 費 
 
 

 
 
 

 
 畜産物需給対策費 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 畜 産 経 営 改 善 
 対 策 費 

 

 

            900,046 
           (913,524) 
 財源内訳 

  諸収入       6,442 
  一般財源  893,604 
 

 
               11,726 
        (12,497) 

 財源内訳 
  一般財源   11,726 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
              37,391 
        (36,228) 

 財源内訳 
  使用料及び     402 
  手数料 

  財産収入     4,567 
  諸収入       2,127 
   一般財源   30,295 

 

畜産安全課 109人 
 
会計年度任用職員 17人 

 
 
 

○県  
畜産物価格安定対策事業費                          11,726 

１ 目  的 

畜産農家の経営安定対策である価格安定基金制度に対
し、生産者積立金の一部を助成することにより、基金への
加入を促進し、畜産物価格が低迷した場合においても再生

産が持続できるよう支援し、畜産経営の維持及び畜産物の
安定供給を図る。 

 ２ 内  容 

  (1)養豚経営安定対策事業費補助                   4,339 
   ア 事業主体  埼玉県養豚協会 

イ 事業内容 

      (ｱ) 対象数量  162,700頭 
   (ｲ) 補 助 率  1/15 
   (ｳ) 事業費補助   400円×1/15×162,700頭 

  (2)鶏卵価格安定対策事業費補助                 7,387 
   ア 事業主体  （一社）埼玉県畜産会 

イ 事業内容 

      (ｱ) 対象数量  44,320トン 
   (ｲ) 補 助 率  1/10 
   (ｳ) 事業費補助 

44,320トン/年×4円 /kg×1/10 
×5か月 /12か月  

 

○県  
① 高品質畜産物生産体制整備事業費         4,921 
 １ 目  的 

   ブランド肉用鶏の生産基盤強化及び高品質畜産物生産に
有効な受精卵移植技術の普及・定着化を図る。 

 ２ 内  容 

  (1)高品質畜産物生産振興事業費          3,761 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  原種鶏及び種鶏の維持 

タマシャモヒナの生産及び生産農家へ
の供給 

  (2)受精卵移植技術推進事業費           1,160 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  受胎率向上のための技術改善 
                     受精卵の作出技術及び保存技術の改善 

○県  
② 畜政推進対策事業費                 10,750 
 １ 目  的 

   畜産関係法令に基づく指導等による畜産行政の円滑な推
進と本県の畜産振興のため必要となる農家指導などを実施
し、畜産農家の経営の安定を図る｡ 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容                         

   ア 埼玉県畜産協議会開催費             40 
   イ 畜産全般推進指導費              4,163 
   ウ 畜産関係団体事務受託事業費          2,127 

   エ 畜産経営技術指導事業費            4,166 
   オ たい肥利用促進事業費                254 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

  ○県  

③ 畜産安全関係団体補助事業費           2,660 
１ 目  的 

    畜産関係団体の運営費助成を行い、活動を活発化するこ

とで本県畜産の振興を図る。 
  ２ 内  容 
  (1)事業主体 

   ア (一社)埼玉県畜産会 
    イ 埼玉県養豚協会 
    ウ 埼玉県養鶏協会 

    エ 埼玉県畜産技術振興会 
    オ 埼玉県養蜂協会 
    カ 埼玉県肉用牛経営者協会 

    キ 埼玉県粗飼料利用研究会 
    ク 埼玉県酪農協会 
    ケ (公社)埼玉県獣医師会 

  (2)補 助 率  定額 
○新 ○県  
④ スタートアップ！卵肉いいとこどり開発事業費   7,317 

  １ 目  的 
特徴ある鶏卵による販売力を強化するため、本県種鶏を

活用したブランド採卵鶏を開発し養鶏振興を図る。 

  ２ 内  容 
  (1)卵肉いいとこどり開発研究事業費             6,875 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  オリジナル鶏の開発 
  (2)卵肉いいとこどり供給販売推進事業費       86 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  オリジナル鶏の供給販売方法の検討 
  (3)農業高校連携推進事業費                        356 
     ア 事業主体  県 

     イ 事業内容  農業高校における原種鶏の分散飼育 
○県  
⑤ 畜産振興対策事業費                             7,045 

  １ 目  的 
畜産農家の施設整備補助、乳用牛の疾病対策、凍結精液

人工授精技術等を活用した養豚振興、及び飼料用米利用促

進のための支援等を総合的に行うことで、本県畜産の競争
力の強化を図る。 

  ２ 内  容 

  (1)畜産総合対策事業費                             965 
   ア 事業主体  県 

イ 事業内容  クラスター協議会の指導及び畜産経営

分析の実施等 
  (2)酪農振興対策事業費                      2,360 
     ア 事業主体  県 

イ 事業内容  県内酪農家の生産性阻害要因となって
いる牛白血病及び乳房炎防除のための
機器を整備し、早期清浄化を図る。ま

た、第20回関東ホルスタイン共進会へ
の参加を支援する。 

  (3)養豚振興対策事業費              3,575 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  凍結精液人工授精技術や凍結授精卵作
           成技術等を活用して養豚農家の生産性 

           向上やブランド豚の保護を図る 
  (4)飼料用米利用促進事業費                  145 
   ア 事業主体  県 

イ 事業内容  県内畜産農家の飼料用米地域内流通を
促進するための耕種農家とのマッチン
グ等 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

  ○県  

⑥ 繁殖雌牛レベルアップ事業費              4,698 
１ 目  的 

H30～R2年度のゲノミック評価をもとに、県独自に設定

した基準により、優良繁殖雌牛を選抜・増頭し普及させる
ことで、県内肉用牛農家のレベルアップを図る。 

２ 内  容 

  (1)評価検討事業費                       110 
   ア 事業主体  県 

イ 事業内容  検査結果の評価・検討会議の開催 

  (2)優良繁殖雌牛選抜事業費                 2,915 
     ア 事業主体  県 

イ 事業内容  ゲノミック評価や牛伝染性リンパ腫抵

抗性遺伝子保有状況検査による優良繁
殖雌牛の選抜 

  (3)秩父高原牧場優良繁殖雌牛増産事業費          1,673 

     ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  秩父高原牧場繁殖雌牛のゲノミック評
           価や候補牛受精卵移植による優良繁殖

           雌牛の増産 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 秩父高原牧場 費 
 

 

              194,035
        (172,382) 
 財源内訳 

  使用料及び  38,410 
  手数料 
  財産収入    31,687 

  諸収入          25 
   県債       108,000 
  一般財源   15,913 

○県  

① 秩父高原牧場運営費                104,442 
 １ 目  的 

県内酪農家の子牛を預かり、広大な敷地を利用した放牧

により強健な乳牛に育成するとともに、秩父高原牧場が持
つ高度な繁殖技術を活用して優良な和牛子牛を供給し、酪
農・肉牛生産基盤の強化を図る。 

さらに、彩の国ふれあい牧場では、県民向けの乳製品手
作り体験などを開催し、畜産への理解醸成を図る。 

 ２ 内  容 

  (1)施設管理・乳牛受託育成・ふれあい業務費   69,178 
   ア 事業主体  県 

イ 事業内容 

(ｱ)内容 秩父高原牧場の施設管理、乳牛の受託育成及
び県民向けの乳製品の手作り体験などを実施す
る。 

(ｲ)乳牛受託頭数等 

区分 月 
期間中 

延受託頭数 

牧 場 
使用料 

夏季 
4月～ 

9月 
30,598 520円/頭日 

冬季 
10月～ 

3月 
28,981 740円/頭日 

計 － 59,579 － 

(ｳ)草地管理面積 
      牧草地    207ha 

   採草地      27ha 
  (2)肉牛供給業務費                     35,264 
   ア 事業主体  県 

イ 事業内容   
(ｱ)内容 酪農家から預かった子牛や県有の繁殖牛に受

精卵移植等を実施して和牛子牛を生産、供給す

る。 
(ｲ)年間譲渡頭数 62頭 

○県  

② 秩父高原牧場機能強化緊急対策事業費         89,593 
１ 目  的 

    秩父高原牧場の老朽化した牛舎等の施設及び設備の計画

的な改修を行い、業務効率の向上を図る。 
２ 内  容 

  (1) 事業主体  県 

  (2) 事業内容  放牧地給水施設改修工事 
          衛生舎及び付帯施設改修工事設計業務委
          託 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 家畜保健衛生 所 
 運 営 費 
 

 

               19,580 
        (20,017) 
 財源内訳 

  使用料及び       6 
  手数料 
  国庫支出金   2,932 

  一般財源   16,642 

 

家畜保健衛生所運営費                              19,580 
１ 目  的 

   家畜保健衛生所３か所の適正な運営を図る。 

 ２ 内  容 
○県 (1)家畜保健衛生所運営費            12,902 
   ア 事業主体  県 

イ 事業内容  家畜保健衛生所の適正な運営管理を図
る。   

(2)検査の信頼性確保事業費             6,678 

   ア 事業主体  県 
イ 事業内容  家畜保健衛生所が実施する検査の信頼

性及び精度の確保に必要な検査体制を

整備・維持する。 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 家 畜 伝 染 病 
 予 防 対 策 費 
 

 

             181,078 
        (134,580) 
 財源内訳 

  使用料及び  69,062 
  手数料 
  国庫支出金  73,404 

  一般財源   38,612 

 

① 家畜伝染病予防事業費               45,171 
 １ 目  的 

家畜伝染病予防法に基づき家畜の伝染性疾病の検査・調

査を実施し、その発生予防及びまん延防止を図り、発生時
に備える。 

 ２ 内  容 

  (1)飼養衛生管理指導事業費            4,205 
   ア 事業主体  県 

イ 事業内容  飼養衛生管理基準の確認・指導 

高病原性鳥インフルエンザ等家畜伝染
病の発生状況の周知 
家畜伝染病の発生予防や早期発見のた

めの農家向けの研修会の開催  
  (2)検査・調査事業費                  38,565 
   ア 事業主体  県 

イ 事業内容   
(ｱ)家畜伝染病の発生状況を把握するための検査・調査 

迅速な防疫措置のための機器整備 

a 家畜伝染病の検査 

牛ヨーネ病 牛伝染性リンパ腫 

牛ウイルス性下痢 

豚オーエスキー病 豚繁殖・呼吸障害症候群 

蜜蜂腐蛆病 馬伝染性貧血 

b 家畜伝染病の発生予防に関する指導 
c 家畜伝染病のまん延防止対策 

d 家畜疾病の病性鑑定 
e 防疫機器整備 

(ｲ)牛海綿状脳症対策特別措置法に基づく死亡牛(９６か

月齢以上)のＢＳＥ検査 
(3)まん延防止対策事業費               2,401 

   ア 事業主体  県 

イ 事業内容  特定家畜伝染病等の発生を想定した防
疫演習の開催 
迅速な初動防疫に必要な資材の備蓄 

 
② 家畜衛生総合推進事業費               4,462

１ 目  的 

畜産物の安全・安心確保のため、動物用医薬品の適正使
用のための指導監督、飼料の安全性確保、飼養衛生管理の
指導、家畜伝染病の予防技術の向上及び監視体制の強化を

図る。 
２ 内  容 

  (1) 事業主体  県 

  (2) 事業内容 
   ア 動物薬事指導監督事業費                 1,202 

イ 飼料安全性確保強化対策事業費                317 

     ウ 安全・安心畜産パワーアップ事業費          1,027 
   エ 家畜情報整備対策費                        239 
   オ 診断予防技術向上対策費                    676 

   カ 特定疾病等監視体制整備費                  572 
   キ 家畜保健衛生業績発表会開催費                429 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 家畜保健衛生 所 
 機能強化事業 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

       54,090 
 
 財源内訳  

  一般財源  54,090 
 
 

 
 

 

③ 豚熱対策事業費                  95,190
１ 目  的 

   県内養豚農家での豚熱の発生を防止するため、飼養豚へ

 のワクチン接種を継続するとともに、農場への感染源の一 
  つである野生いのししにおける豚熱の感染拡大防止を図る。 

２ 内  容 

  (1)豚熱ワクチン接種事業費           44,086 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  県内で飼養されている豚、いのしし全 

           頭に豚熱ワクチンを接種する。 
  (2)豚熱清浄性確認検査事業費          50,426 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  豚熱ワクチンの効果の確認、及び異常
           豚の検査を実施するとともに、野生い 
               のししの豚熱感染状況を把握するため

           の検査を実施する。 
  (3)野生いのしし豚熱経口ワクチン散布事業費     678 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  野生いのししへの豚熱経口ワクチン散
           布の推進及び調整を行う。 
○新  

➃ 特定家畜伝染病防疫体制強化事業費       36,255 
 １ 目  的 
      特定家畜伝染病発生時の迅速な防疫措置に必要な各種情

  報を集約し、伝染病の発生防止、及び発生時の対応力強化
  を図る。 
 ２ 内  容 

  (1)防疫体制強化情報収集事業費         25,023 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  家畜衛生情報共有システムの作成及び

           鳥獣侵入リスク調査 
  (2)疾病発生時初動対応費            11,232 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  疾病発生時に備えた初動対応経費 
 
○新 ○県  

家畜保健衛生所機能強化事業費           54,090 
 １ 目  的 
   家畜保健衛生所の業務の効率化とバイオセキュリティの

  強化を図り、家畜防疫体制の強化を目指す。 
 ２ 内  容 
  (1)施設整備事業費                49,000 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  新たな家畜保健衛生所の設置に向けた 
            調査・設計 

  (2)施設改修事業費                5,090 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  川越家畜保健衛生所の耐震診断 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

企業等農業参入 
支 援 事 業 費 

 

 

 

         2,748 
        (1,876) 
 財源内訳 

   国庫支出金     927 
  一般財源   1,821 
 

 

 

企業参入連携促進事業費               2,748 
 １ 目  的 
   企業を農業の新たな担い手として位置づけ、参入希望企

業を確保し、関係機関が連携して対応する体制を整えるこ
とにより、企業の農業参入を支援する。 

 ２ 内  容 

○県 (1)連携促進事業費                1,221 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  相談窓口の設置、農業イベント出展、

参入希望企業のリスト化、関係市町村
等との連絡調整 

○県 (2)農地集積推進事業費補助             600 

   ア 事業主体  農地中間管理機構 
   イ 事業内容  所有者から企業等への農地貸借手続支

援など 

   ウ 実施地区  ３地区 
   エ 補 助 率  定額 
○新  (3)企業参入促進事業費               927 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  企業参入セミナーの開催等による企業

への情報提供 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

農業近代化資金等 
融 通 促 進 費 

 

 

 

        46,546 
        (63,039) 
 財源内訳 

  一般財源  46,546 
 
 

○県  

① 農業近代化資金等融通円滑化事業費       46,209 
 １ 目  的 
   農業者等の資本整備の高度化による経営の近代化及び被

災農業者の経営回復等を図るため、必要な資金を融通した
農協等に対して、利子補助を行う。 

 ２ 内  容 

  (1)農業近代化資金利子補給補助金        45,657 
   ＜内訳＞ 
    平成１７～令和２年度融資分         42,658 

    令和３年度融資分              2,999 
   ア 事業主体  農協等 
   イ 対象者   農業者等 

   ウ 融資枠   9億5千円 
   エ 貸付条件等 
    (ｱ) 貸付限度額 

      個 人   1,800万円  法人等  2億円 
      農協等   15億円 
    (ｲ) 償還期限  3～20年以内（据置期間 7年以内） 

   オ 補 助 率   10/10 
 
  (2)農業災害資金利子補給補助金           552 

   ＜内訳＞ 
    令和２年度融資分               315 
    令和３年度融資分               237 

   ア 事業主体  市町村 
   イ 対象者   市町村が認定した被害農業者 
   ウ 融資枠   7千万円 

   エ 貸付条件等 
    (ｱ) 貸付限度額 市町村が認定した損失額又は500万円

のいずれか低い額 

    (ｲ) 償還期限  6年以内（据置期間 1年以内） 
   オ 補 助 率   1/2 
○県  

② 農業近代化資金等融通指導事業費          337 
 １ 目  的 
   農業近代化資金等制度資金の適正かつ円滑な融通を図る

ための研修及び会議等を実施する。 
 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 

  (2)事業内容 
   ア 関係市町村、農協等に対する説明会、研修会の開催 
   イ 現地調査、融資状況調査 

   ウ 利子補給承認審査 
   エ 金融関係調査の実施 
   オ 農業災害資金の融資指導 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

経営体育成総合 
融資制度利子補助 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

農業信用基金協会 

特 別 準 備 金 
積 立 補 助 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
就農支援資金貸付 
事 業 特 別 会 計 

繰 出 金 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
日本政策金融公庫 
資 金 活 用 推 進 

 対 策 費 

 

          419 
         (561) 
 財源内訳 

  一般財源    419 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
              962 

            (1,232) 
 財源内訳 
  一般財源    962 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
         565 
         (706) 

 財源内訳 
  一般財源    565 
 

 
 
 

 
 
 

 
          548 
         (548) 

 財源内訳 
  諸収入     548 
 

○県  

経営体育成総合融資制度利子補助事業費         419 
 １ 目  的 
   農業経営基盤強化促進法の農業経営改善計画等の認定を

受けた認定農業者の計画達成を支援するため、農業経営基
盤強化資金を低利で融通する措置を講じる。 

 ２ 内  容 

  (1)事業主体  市町村 
  (2)事業内容 
   農業経営基盤強化資金利子助成補助金 

   ＜内訳＞ 
    平成１１～平成２１年度融資分 
   ＜補助率＞ 

    1/2（平成２４年度新規貸付分からは公益財団法人農林
水産長期金融協会の負担で利子助成を行い、県は利子助
成を行わない。） 

 
○県  
保証制度円滑化対策費補助事業費            962 

 １ 目  的 
   農業近代化資金・就農支援資金・農業災害資金について

担保・第三者保証人なしでの機関保証の実施に伴う、農業

信用基金協会のリスクに対処するための準備金に補助を行
い、基金協会の財務基盤の強化を図る。 

 ２ 内  容 

  (1)事業主体  埼玉県農業信用基金協会 
  (2)事業内容 
   ア 農業近代化資金分（補助率 2/3）       603 

   イ 就農支援資金分 （補助率 10/10）      55 
   ウ 農業災害資金分 （補助率 2/3）       304 
 

○県  
就農支援資金貸付事業特別会計繰出金          565 
 １ 目  的 

   就農支援資金及び農業改良資金の管理指導事業を行うた
め、一般会計から就農支援資金貸付事業特別会計へ繰り出
す。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容 

   ア 就農支援資金業務勘定繰出金         261 
   イ 農業改良資金業務勘定繰出金         304 
 

 
日本政策金融公庫資金活用推進対策事業費        548 
 １ 目  的 

   日本政策金融公庫資金の適正・円滑な融資を図るため、
資金需要の調査等を行う。 

 ２ 内  容 

  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容 
   ア 資金需要動向調査 

   イ 制度資金担当者会議 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

農 業 共 済 
団 体 指 導 費 

 

 

 

          398 
         (398) 
 財源内訳 

  一般財源    398 
 
 

○県  

農業共済組合検査運営指導事業費            398 
 １ 目  的 
   農業共済組合の運営及び事業実施の適正化を図るため、

組合に対し検査及び組合運営指導等を実施する。 
 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 

  (2)事業内容 
   ア 農業共済組合検査指導事業費         347 
   (ｱ) 常例検査      １組合 

   (ｲ) 関係機関との連絡等 
   イ 農業共済組合運営指導事業費          51 
     組合運営指導等 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

普 及 活 動 推 進 費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
中核的担い手農家 
育 成 対 策 費 

 
 

 

        56,161 
        (56,095) 
 財源内訳 

  国庫支出金 35,042 
  一般財源  21,119 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
         55,972 
         (56,528) 

 財源内訳 
  国庫支出金 19,154 
  諸収入     768 

  一般財源  36,050 

 

普及活動推進事業費                56,161 
 １ 目  的 
   農業生産及び農村生活の総合的な普及活動を展開するた

めに、農林振興センター農業支援部の運営と担い手に係る
普及指導活動を行う。 

 ２ 内  容 

  (1)農林振興センター農業支援部運営費      40,406 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  農林振興センター農業支援部の運営

費、活動機材の整備、情報収集・提供 
  (2)普及指導員の活動費             14,390 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容 
   (ｱ) 普及指導員活動旅費 
   (ｲ) 調査研究費 

   (ｳ) 普及指導員研修 
   (ｴ) 現地開発型新技術実証事業 
   (ｵ) 技術対策システムの運用・管理 

  (3)農業者に対する支援              1,365 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容 

   (ｱ) 農業・農村リーダー研修会 
   (ｲ) 農業技術講座の開催 
 

 
① 農業経営法人化推進事業費           19,452 
 １ 目  的 

   地域農業の担い手である認定農業者など多様な担い手の
経営発展に向けた取組を支援することにより、埼玉農業を
支える農業法人などの担い手の育成を図る。 

 ２ 内  容 
  (1)認定農業者経営改善支援事業費         6,374 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  認定農業者等の担い手に対し生産技術
や経営改善についての個別指導や研修
会を開催し、認定農業者等を育成する

ための体制を整備する。 
   (ｱ) 経営改善普及事業 
   (ｲ) 革新的技術導入経営体支援事業 

  (2)法人化支援事業費              13,078 
   ア 事業主体  県・団体 
   イ 事業内容  農業経営相談所を設置し、商工団体等

との幅広い連携や、法人化相談のうち
専門性の高い相談に対応する税理士な
どの専門家を派遣する。 

           また、複数の農業者等による法人化等
の取組を支援する。 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

  ○県  

② 農業法人グレードアップ事業費          7,641 
 １ 目  的 
   埼玉農業の将来に向けた担い手を確保するため、地域の

核となる農業法人を育成する。 
 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 

  (2)事業内容  高い経営力を有する農業法人の経営者を育
成する。 

   ア トップマネジメントコース 

       売上１億円以上を達成するための具体的な組織
・就労体制の整備、事業展開の検討など経営者と
して必要な能力を習得する。 

   イ 次世代経営者養成コース 
       売上５千万円以上を目標に、経営の考え方や経

営計画の策定などの手法を習得する。 

 ○県  
③ 女性農業者活躍支援事業費            1,987 
 １ 目  的 

   女性農業者のスキルアップと意識改革を図ることによ
り、リーダー力、優れたビジネス感覚を備えた女性役員の
育成を支援する。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容  農業法人で経営者・役員として活躍を目指

す女性農業者を対象に、スキルアップと意
識改革を図るための研修を実施する。 

○県  

④ スマート農業普及推進事業費          21,530 
   農作業の省力化、効率化、熟練農業者の技術の見える化

等を進めるためスマート農業技術の普及を図る。 

 ２ 内  容 
  (1)スマート農業普及推進研究会の開催に係る経費  1,042 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  農業者、学識経験者等から構成する研
究会を開催し、埼玉県スマート農業ア
クションプランの見直し等を行う。 

  (2)モデル経営体による実証に係る経費      20,488 
   ア 事業主体  県、農業者等 
   イ 事業内容  モデル経営体を設置し、スマート農業

技術の実証を行う。 
○新○県  
⑤ 農業法人経営継続計画策定支援事業費       5,362 

 １ 目  的 
   自然災害や感染症の拡大などの不測の事態に備え、農業

法人等におけるＢＣＰ策定を支援することで、農業経営の

安定化・強靭化を図る。 
     
 ２ 内  容 

  (1)農業法人経営継続計画策定支援事業       5,362 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  農業法人等が経営継続計画を策定する

取組に対し、中小企業診断士等の専門
家を派遣して策定を支援する。 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

農 業 機 械 総 合 
対 策 費 

 

 

 

         1,662 
        (1,841) 
 財源内訳 

  諸収入    1,144 
  一般財源    518 
 

 

○県  

① 農業機械利用総合対策推進事業費         1,332 
 １ 目  的 
   農業機械の安全で効率的な利用を図ることにより、農作

業事故のない労働環境と生産性の高い農業を確立する。 
 ２ 内  容 
  (1)農業機械利用総合対策推進等指導事業費      230 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  農作業事故の詳細調査、農作業安全啓

発資料作成・周知 

  (2)農業機械利用技能者養成推進事業費       1,102 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  農業機械利用技能者養成研修の開催

（年２回） 
○県  
② 農業改良団体等育成事業費             330 

 １ 目  的 
   農業経営の安定と向上に資するため、農業機械化協会等

の運営に対して助成する。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体 
   ア 埼玉県農業機械化協会 

   イ 埼玉県農業機械化経営者協議会 
  (2)補 助 率  定額 
 

 



（単位：千円） 

- 74 - 

事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

農業後継者育成 
対 策 費 

 

 

 

           307,853 
        (300,329) 
 財源内訳 

  国庫支出金  2,864 
  諸収入   271,417 
  一般財源  33,572 

 
 

○県  

① 明日の農業担い手育成塾推進事業費       19,507 
 １ 目  的 
   「就農相談窓口」を設置し、平日に加えて休日も就農相

談会を実施するとともに、市町村や公社、農協等の関係機
関が一体となり、農家子弟を含む新規就農希望者が円滑に
就農できるよう支援する。 

 ２ 内  容 
  (1)就農相談窓口整備推進事業費          6,003 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  就農相談窓口の設置 11箇所 
○新 (2)明日の農業担い手育成塾推進事業費      13,504 
   ア 県推進事業費 

   (ｱ) 事業主体  県 
   (ｲ) 事業内容  明日の農業担い手育成塾、担い手入 
                       門研修の運営支援 

   イ 運営事業費補助 
   (ｱ) 事業主体  市町村、農業委員会、公社、農協等 
   (ｲ) 補助対象数 24団体 

   (ｳ) 補助率   3/4 
   (ｴ) 事業内容  新規就農希望者への実践研修や基礎

研修等 

 
② 青年農業者等支援事業費             2,864 
 １ 目  的 

   就農間もない青年農業者等への技術・経営指導により経
営の早期安定化を図る。 

 ２ 内  容 

  (1)青年農業者等研修事業費            1,711 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  青年農業者等に対するマンツーマン指

導により、技術や経営改善のプロジェ
クト活動を実施 

  (2) 埼玉県青年農業経営士等設置事業費      1,153 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  「埼玉県青年農業経営士」及び「埼玉

県指導農業士」の認定 

 
③ 新規就農総合支援事業費            271,417 
 １ 目  的 

   就農前の研修期間と就農直後の所得を確保する資金を交
付することにより、青年の就農意欲の喚起と就農後の定着
を図る。 

 ２ 内  容 
  (1)就農準備資金事業費             60,817 
   ア 就農準備資金事業             60,000 

     補助率  定額  
   イ 県推進事業                 817 
  (2)営農開始資金事業費             210,600 

   ア 営農開始資金事業            210,000 
     補助率  定額 
   イ 市町村推進事業               600 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 

 ○県  

④ 未来型農業教育環境整備事業費          13,235 
 １ 目  的 
   eラーニングシステムの導入により、遠隔講義など新し

い生活様式に対応した高度な農業教育を行う環境を整備す
る。 

   また、農業大学校、農業高校、市町村等が連携し高校生

の就農を支援するとともに、農業大学校の学生が希望する
進路に対応したコース別学習に農家子弟コースを新設する
など、カリキュラムの内容充実を図り、質の高い新規就農

者を育成する。 
 ２ 内  容 
○新 (1)農業大学校デジタルＰＲ推進事業費       3,031 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  農業大学校の紹介動画を作成し、高校

の進路説明会等での活用により、より

多くの情報をもって効果的に農業大学
校をPRする。 

○新 (2)農業教育デジタルアーカイブ化事業費      3,080 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  eラーニングシステム導入により、農業

大学校の講義をクラウド内に蓄積し、

場所や時間を問わず学習できる環境を
整備する。 

  (3)高校生、農業大学校生就農促進支援事業費    3,744 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  農業教育連絡会議、高校生宿泊研修等

を実施し、就農を目指す高校生の支援

を行う。また、キャリア教育やチャレ
ンジファームを行い、農業大学校生の
就農率向上を図る。 

○新 (4)農業大学校カリキュラム充実事業費       3,380 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  希望進路に応じた専攻横断のコース別

学習を行い、多様化する就農形態に対
応した農業教育を実施する。 

○県  

⑤ 農業改良団体等育成事業費             830 
 １ 目  的 
   青年農業者の自主的グループ活動の促進を図るため、農

業研究団体連合会等の運営に対して助成する。 
 ２ 内  容 
  (1)事業主体 

   ア 埼玉県農業研究団体連合会 
   イ 埼玉県海外派遣農村青年協議会 
  (2)補助率  定額 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

病害虫防除所費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
農 作 物 災 害 等 
対 策 費 

 
 

 

        56,150 
        (48,331) 
 財源内訳 

  国庫支出金 54,718 
  一般財源   1,432 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
             5,118 
            (5,444) 

 財源内訳 
  一般財源   5,118 
 

 

有害動植物防除等体制整備促進事業費        56,150 
 １ 目  的 
   鳥獣害防止対策指導を行う指導者の育成や知識・技術の

普及啓発等により、効果的かつ効率的な被害対策の推進を
図る。 

 ２ 内  容 

○県 (1)農作物鳥獣害防止指導者育成費           431 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  市町村職員等を対象とした鳥獣害防止

指導者育成研修の実施 
○県 (2)防除技術の開発・普及費            1,001 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  地域に対応した被害防除技術の開発及
び指導、普及指導員による被害防除技
術の実証及び普及、地域住民への被害

対策の普及啓発 
  (3)鳥獣被害防止対策費補助費          54,718 
   ア 事業主体  地域協議会、県 

   イ 補助対象数 22団体 
   ウ 補助率   定額、1/2 
   エ 事業内容  個体数調整や緩衝帯の整備費の経費助

成及び野生イノシシの捕獲強化のため
のICTわな等の実証及び普及 

 

○県  
農作物災害緊急対策事業費              5,118
 １ 目  的 

   埼玉県農業災害対策特別措置条例に基づき、降ひょう、
長雨等の天災による農作物被害に対処し、農業経営の安定
に資する。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  市町村 
  (2)補助率   1/2 

  (3)事業内容  農薬購入費、肥料購入費、代替作又は次期
作種苗及び肥料購入費、蚕種又は果樹苗木
購入費、茶樹の樹勢更新費、桑葉輸送費等

の補助 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

運 営 費 
（農業大学校） 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

教 育 費 

（農業大学校） 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

施 設 整 備 費 
（農業大学校） 

 

 

 

        104,095 
       (104,386) 
 財源内訳 

  使用料及び   240 
  手数料 
  財産収入  41,944 

  諸収入   11,618 
  一般財源  50,293 
 

 
 
 

 
 
        17,984 

        (19,009) 
 財源内訳 
  使用料及び  1,606 

  手数料 
  国庫支出金  8,232 
  一般財源   8,146 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

         70,384 
         (4,835) 
 財源内訳 

  一般財源   70,384 
 

○県  

農業大学校運営費                 104,095 
 １ 目  的 
   食と農に関する教育を実施するため、施設管理と農場運

営を行う。 
 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 

  (2)事業内容 
   ア 管理運営費                64,840 
       光熱水費、給食業務委託費、通信運搬費等の共

通事務的経費 
   イ 農場運営費                39,255 
       飼料、肥料農薬、燃料、農業用設備修繕費等 

 
 
① 農業大学校教育費               15,682 

 １ 目  的 
   食と農に関する実践教育により農業及び関連産業の担い

手を養成する。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容 

   ア 教育全般に係る経費            4,450 
       学生募集、寮生活指導員、一般教養の講義など

基本的な教育の実施 

   イ 養成部の教育に係る経費          10,982 
       教養部の実習や専攻ごとの講義や演習の実施 
   ウ 進路指導に係る経費             170 

       就職等に必要なネットワーク環境の提供、就活
講座の開催など 

   エ 資格取得支援に係る経費            80 

       資格取得のための講座開催 
○県  
② 先端的技術を活用した農業大学校ダントツ化推進事業費 

                          2,302 
 １ 目  的 
   農業大学校において先端的な技術を活用した学習が可能

な環境を整備し、教育内容の充実を図る。 
 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 

  (2)事業内容 
   ア 農業教育高度化推進事業費          190 
       先端的技術を活用した農業教育の高度化を図る

ための研究会を開催 
   イ 先端的農業技術導入事業費         2,112 
       企業等と連携して、現場で普及している先端的

技術を導入し、農業教育に活用 
 
○県  

農業大学校施設整備費               70,384 
 １ 目  的 
   教育施設の計画的な整備及び適正な維持管理を行う。 

 ２ 内  容 
    教育の充実に伴う整備 
  (1)事業主体  県 

  (2)事業内容  情報処理室用デスクトップパソコン 
           33台の購入（更新） 
           長期保全計画策定業務委託 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

就 農 支 援 資 金 
貸   付   費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
就 農 支 援 資 金 

事   務   費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
農 業 改 良 資 金 
貸   付   費 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

農 業 改 良 資 金 
事   務   費 

 

 

         26,829 
         (18,576) 
 財源内訳 

  繰越金      1 
  諸収入   26,828 
 

 
 
 

 
 
         281 

        (310) 
 財源内訳 
  繰入金     261 

  繰越金     18 
  諸収入      2 
 

 
 
 

 
          2,461 
         (4,076) 

 財源内訳 
  繰越金    2,460 
  諸収入      1 

 
 
 

 
 
 

         365 
        (478) 
 財源内訳 

  繰入金     304 
  繰越金     58 
  諸収入      3 

 

○県  

就農支援資金貸付費                26,829 
 １ 目  的 
   制度改正に伴い、令和元年度から県は就農支援資金の貸

し付けを行わない。農業者等からの償還金については、貸
付原資を国や県一般会計から借り入れているため、国及び
県一般会計へ償還する。 

 ２ 内  容 
  (1)就農支援資金債償還金            17,886 
  (2)一般会計繰出金                8,943 

 
○県  
① 就農支援資金管理指導事務費            271 

 １ 目  的 
   金融機関等に対して就農支援資金償還事務の指導等を行

う。 

 ２ 内  容 
  (1)指導事務費                   271 
    現地指導・確認調査等、貸付金の保全及び回収等 

○県  
② 予備費                      10 
 

○県  
農業改良資金貸付費                 2,461 
 １ 目  的 

   制度改正に伴い、平成22年10月から県は農業改良資金の
貸付を行っていないが、これまで県が農業者等に貸付けた
貸付金に係る償還金を、国の規定に基づき、国へ納付する

とともに、これに対応する県費分を一般会計へ繰り出す。 
 ２ 内  容 
  (1)農業改良資金納付金              1,632 

  (2)一般会計繰出金                 829 
 
○県  

① 農業改良資金管理指導事務費            305 
 １ 目  的 
   農業改良資金貸付事業の指導及び資金管理を行う。 

 ２ 内  容 
  (1)一般事務費                   305 
    現地指導・確認調査等、貸付金の保全及び回収等 

○県  
② 予備費                      60 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

水 田 農 業 経 営 
確 立 対 策 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
野 菜 価 格 安 定 
対 策 費 

 
 

 

 

        101,831 
        (97,055) 
 財源内訳 

  国庫支出金  99,151 
  一般財源   2,680 
   

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
    22,624 

          (24,068) 

 財源内訳 
  一般財源    22,624 
 

 

 

経営所得安定対策推進事業費            101,831 
 １ 目  的 
   国の対策である経営所得安定対策の円滑な推進と、地域 

  主体の「生産の目安」を軸とした主食用米の安定供給を推 
  進する。 
 ２ 内  容 

  (1) 経営所得安定対策推進事業費          99,151 
   ア 市町村・県農業再生協議会事務費補助 
    (ｱ) 事業主体  市町村、県農業再生協議会 

   (ｲ) 補 助 率  定額 
   イ 県指導事務費 
 

○県 (2) 需要に応じた米生産推進事業費              2,680 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  県が地域への需要に応じた米生産を指 

           導するための経費と、埼玉県農業再生 
                     協議会への負担金を支出 
 

○県   
野菜価格安定対策事業費                 22,624 
 １ 目  的 

   指定野菜・特定野菜及び県産主要野菜の市場価格低落時 
  に事業に加入している生産者へ価格差補給金を交付するこ 
  とにより、野菜生産農家の経営及び県民の消費生活の安定 

  を図る。 
 ２ 内  容 
  (1) 指定野菜価格安定対策事業費             15,516 

   ア 事業主体  独立行政法人農畜産業振興機構 
   イ 加入品目  10品目 
   ウ 加入数量  11,286トン 

   エ 補 助 率 
    (ｱ) 重要野菜１品目 17.5/100 
    (ｲ) 一般野菜７品目 20/100 

   (2) 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業費      4,276 
   ア 事業主体  (公財)埼玉県青果物価格安定資金協会 
   イ 加入品目  ７品目 

   ウ 加入数量  2,897トン 
   エ 補助率等 
    (ｱ) 指定野菜１品目 1/4 

      (ｲ) 重要特定野菜１品目 1/4 
    (ｳ) 特定野菜５品目 1/3 
  (3) 埼玉県野菜価格安定事業費              2,832 

   ア 事業主体  (公財)埼玉県青果物価格安定資金協会 
   イ 加入品目  ８品目 
   ウ 加入数量  659トン 

   エ 補 助 率  1/2   
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

野 菜 産 地 育 成 
対 策 費 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

埼玉園芸生産 力 
 強 化 支 援 費 

 

              1,732  
             (1,843) 

  

 財源内訳 
   一般財源   1,732 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
              958,563 
         (700,460) 

 財源内訳 
  国庫支出金 884,674 
  一般財源   73,889 

 

○県  

① 野菜振興総合対策事業費              1,592 
 １ 目  的 
   多様化する消費者ニーズに対応するとともに、国際競争 

  力のある足腰の強い野菜産地を育成するため、産地の維持 
  ・強化を図る。 
 ２ 内  容 

  (1) 事業主体  県 
  (2) 事業内容  野菜産地の実態把握、需給動向の把握 
          産地強化に向けた活動の支援等 

○県  
② 生産振興関係団体等補助事業費                 140 
 １ 目  的 

    本県地域農業振興に関する団体の育成強化を図る。 
 ２ 内  容 
  (1) 事業主体  埼玉県野菜園芸技術研究会 

  (2) 補 助 率  定額 
 
 

① 埼玉園芸生産力強化支援事業費              884,674 
  １ 目  的 
    園芸生産の高品質化・高付加価値化、低コスト化、軽労

  働化等の取組を支援し、園芸産地の維持・強化を図る。 
  ２ 内  容 
   (1) 事業主体  生産者団体等 

  (2) 事業内容  園芸施設の整備費補助 
  (3) 補 助 率  1/2 
  (4) 対象地区  ３地区 

○県  
② 埼玉野菜プレミアム産地づくり事業費          57,909 
  １ 目  的 

    産地の核となる農業法人等が中心となって規模拡大が見 
   込める品目等に注力し、農地の集約化により埼玉野菜の生 
    産拡大を図るとともに、多様なマーケット需要に応えられ 

    る、儲かる農業を実現するプレミアム産地への進化を図る。 
  ２ 内  容 
   (1) 産地育成推進事業費              3,909 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  多様なマーケット需要に応えられる産
           地への進化に向けた生産対策の支援 

  (2) プレミアム産地づくり事業費         54,000 
   ア 事業主体  農業法人、生産者団体等 
   イ 事業内容  1～3ha規模の農業経営体を対象とした

           機械化一貫体系等の導入に必要な機械 
           ・施設の整備費補助 
   ウ 補 助 率  1/2 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

米 麦 産 地 育 成 
対 策 費 

 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

        49,763 
       (276,814) 
 財源内訳 

  県債      5,000 
  一般財源  44,763 
 

 
 
 

○県  

③ 施設園芸先端サポート技術導入事業費          15,980 
  １ 目  的 
    労働集約型の施設園芸の労働負担を軽減するため、環境 

   管理や栽培管理の自動化、労働の効率化を推進し、労働生 
   産性の改善による施設園芸の働き方改革を図る。 
  ２ 内  容 

   (1) 普及推進事業費                  980 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  労働生産性の改善に取り組む産地への

           働き方改革に向けた支援 
  (2) 労働生産性向上支援事業費           15,000 
   ア 事業主体  農業法人、認定農業者等 

   イ 事業内容  環境管理の自動化、栽培管理の自動化
           ・軽労化・省力化、労働の効率化に必 
                     要な機械・施設の整備費補助 

   ウ 補 助 率   1/2 
 
○県  

① 水田フル活用支援事業費             10,169 
 １ 目  的 
   水田農業経営の安定的な発展のため、水田をフル活用す 

    る取組を支援する。 
 ２ 内  容 
  (1) 主穀作生産振興対策事業費           7,462 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  実需者ニーズに応じた品種の育成や、 
           作物の品質向上を図る生産技術の確立 

           とその普及・定着 
  (2) 省力・低コスト技術普及活動事業費         707 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  省力化･低コスト化に有効な技術対策等
           について実証し、生産者へ周知 
  (3) 飼料用米流通特別支援事業費             2,000 

   ア 事業主体  農業団体等 
   イ 事業内容  飼料用米の生産拡大を図るため、畜産 
                     農家と直接結びつき飼料用米の生産に 

                     取り組む農業者等に対し、その取組に 
                     要する経費等の一部を助成 
   ウ 補 助 率  県1/2 

   エ 対象地区  ２地区 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 

 ○県  

② 県産米競争力強化プロジェクト推進事業費    12,744 
 １ 目  的 
   主食用米の需要が減少する中で、県産米の販売促進や消 

  費拡大を支援していくことで競争力強化を図り、県産米全 
  体の評価を向上させる。 
 ２ 内  容 

○新 (1) 販売促進対策事業費                7,847 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  県産米を取り扱う量販店を増やすため  

                     の販売促進対策の実施 
  (2) ブランド定着支援事業費             4,897 
   ア 事業主体  県、埼玉うまい米づくり推進協議会 

   イ 事業内容  統一デザインの使用管理要領に基づく 
           運用やＳＮＳ媒体の運営・管理、関係 
                     団体に対する活動の支援 

○県  
③ 優良種子生産体制強化対策事業費        18,481 
 １ 目  的 

   高齢化が進む本県の主要農作物（稲、麦、大豆）種子生 
  産体制の若返りを図り、県民に安全安心な主要農作物を安 
  定的に供給できる体制を確立する。 

 ２ 内  容 
  (1) 種子産地強化計画作成支援事業費         481 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  種子産地の将来方向や産地の具体的目 
           標等を内容とする「種子産地強化計画｣ 
           の実現を支援 

  (2) 種子専用機械導入支援事業費         18,000 
   ア 事業主体  農業団体等 
   イ 事業内容  「種子産地強化計画」を策定した事業 

           主体を対象に、目標実現のために必要 
                     な種子専用機械導入について助成 
     ウ 補 助 率  県1/2 

   エ 対象地区  ３地区 
○新○県  
④ 咲いた 米・みらいプロジェクト推進事業費     8,029 

 １ 目  的 
   「県産米」について、気候変動 に対応する生産対策を
  一層進めるとともに、原種等について、非常時にも対応で

  きるリスク管理体制を構築する。 
 ２ 内  容 
   (1) 気候変動に対応した安定生産対策事業費      1,911 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  気候変動に対応する米の新品種の安定 
           生産技術開発の推進 

  (2) リスク管理体制整備事業費            6,118 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  原種等の分散保管のための保管施設の 

           整備 
○県  
⑤ 生産振興関係団体等補助事業費            340 

 １ 目  的 
   本県地域農業振興に関する団体の育成強化を図る。 
 ２ 内  容           

  (1) 事業主体  埼玉県米麦改良協会 
  (2) 補 助 率  定額 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

主要農作物採 種 
対 策 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

園芸振興対策 費 
 

 

         2,985 
         (3,243) 
 財源内訳 

  使用料及び     210 
  手数料 
  一般財源   2,775 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

        102,320 
        (99,369) 
 財源内訳 

  国庫支出金  5,269 
  諸収入      95,179 
  一般財源     1,872 

 

○県  

主要農作物採種事業費                  2,985 
 １ 目  的 
   稲・麦・大豆等の優良品種の普及、優良種子の供給によ 

  り、品質改善と生産性の向上を図る。また、農産物検査法 
  に基づく県内の地域登録検査機関の登録・監督等を行う。 
 ２ 内  容 

  (1) 主要農作物採種対策事業費           1,515 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  種苗審議会の開催、採種計画の執行 

           管理等 
  (2) 原原種生産体制整備事業費            330 
   ア 事業主体  県 

    イ 事業内容  原原種の生産等 
  (3) 農産物検査事務事業費             1,140 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  地域登録検査機関の登録、指導監督等 
 
○県  

① 花植木振興総合対策事業費                     1,502 
 １ 目  的 
    本県花植木の健全な発展と生産振興並びに関係機関との 

   連携を図る。 
 ２ 内  容 
   (1) 花植木振興対策事業費                 232 

     ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  花植木の生産及び流通に係る支援 
   (2) 花き園芸振興団体負担金             1,270 

     ア 事業主体  関東東海花の展覧会、(一財)日本花 
                     普及ｾﾝﾀｰ、関東地域花き普及振興協 
                     議会、(公財)日本さくらの会 

   イ 事業内容  花き展覧会の開催等 
○県  
② 花きオンライン商談推進事業費                  5,269 

 １ 目  的 
    新型コロナウイルス感染拡大により緊急事態宣言が再発 
   令され、イベントや営業の自粛のため、花き業界は再び苦 

   境に立たされることが予想される。このため、コロナ禍に 
   対応した商談システムの導入を支援し、いかなる状況下で 
   も持続的に発展できる花き産業の確立を図る。  

 ２ 内  容 
  (1) 花きオンライン商談推進事業費        3,750 
   ア 事業主体  県・生産者団体等 

   イ 事業内容  オンライン商談システムの導入支援 
           新規取引の促進支援 
   ウ 補 助 率  定額 

  (2) 商品開発支援事業費             1,519 
   ア 事業主体  県・生産者団体等 
   イ 事業内容  新たな販路開拓・新たな顧客ニーズ 

           に対応した商品開発の支援 
   ウ 補 助 率  1/2 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 果 樹 花 き 振 興 

 対 策 費 

 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

         22,839 
         (27,964) 
 財源内訳 

  一般財源    22,839 

 

③ 埼玉県産地パワーアップ事業費           95,179 
  １ 目  的 
    野菜・果樹・花き等の産地が地域営農戦略として定めた 

   「パワーアップ計画」に基づき、意欲ある農業者等が高収 
   益な作物・栽培体系への転換を図る取組に必要とする施設 
   整備や機械、機器リース導入に要する経費等について支援 

   し、担い手への集約やコスト低減技術の導入、品質向上や 
   高付加価値化等によりコストの削減と販売額の向上を目指 
   す。 

  ２ 内  容 
   (1) 事業主体  生産者団体等 
   (2) 事業内容  高収益な作物・栽培体系への転換を図る 

                   取組に必要な施設整備や機械・機器リース 
                   導入に要する経費、資材導入に要する経費 
   (3) 補 助 率  1/2 

○県  
④ 生産振興関係団体等補助事業費                370 
 １ 目  的 

    本県地域農業振興に関する団体の育成強化を図る。 
  ２ 内  容 
  (1) 事業主体 

   ア 埼玉県花き園芸組合連合会             140 
   イ 埼玉県植木生産組合連合会            140 
   ウ 埼玉県巨峰会                   90 

  (2) 補 助 率  定額 
 
○県  

① 果樹産地育成総合対策事業費               1,422 
 １ 目  的 
    消費者志向に対応した果樹の生産体制を整備するため、 

   品質の高い果樹生産及び産地強化を図る。 
  ２ 内  容 
  (1) 果樹産地強化推進事業費補助                 1,000 

   ア 事業主体  ＪＡ、営農集団、農事組合法人等 
   イ 事業内容    生産改善に関する実証・試験等 
   ウ 補 助 率    1/2 

  (2) 高品質果樹生産対策事業費                   422 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容    講習会の開催、販促PR活動の実施等 

○県  
② 果樹産地再生支援事業                 21,417 
 １ 目  的 

 収益性が高い持続可能な果樹経営を構築し、果樹産地の
再生を図る。 

 ２ 内  容 

  (1) 災害未然防止支援事業                  7,088 
   ア 事業主体  認定農業者 
   イ 事業内容   多目的防災網設置経費を補助 

   ウ 補 助 率   1/4 
  (2) 未来型果樹園実証展示事業                13,478 

ア 事業主体  県 

イ 事業内容  果樹の規模拡大のための生産モデル 
        を農業技術研究センターで実証 

  (3) 新規果樹農家育成支援事業                  851 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  果樹新規就農希望者研修 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 種 苗 セ ン タ ー 費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 花 と 緑 の 振 興 
 セ ン タ ー 費 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 茶業振興対策 費 

 

              144,644 
             (143,032) 
 財源内訳 

  使用料及び     52 
   手数料 
   財産収入    21,705 

   諸収入          46 
   一般財源  122,841 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

               44,466 
       (48,494) 
 財源内訳  

  使用料及び   13 
   手数料           
   財産収入       749 

   県債        24,000 
   一般財源    16,704 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
        16,286  
           (350) 

 財源内訳  
  国庫支出金 15,966 
  一般財源      320 

○県  

種苗センター管理運営事業費                      144,644 
 １ 目  的 

 優良種苗の供給等を通じて、農業生産の安定と産地の育

成を図り、都市近郊農業としての本県農業の優位性を確保
するため、埼玉県種苗センターの的確かつ効率的な運営を
図る。 

 
 ２ 内  容 
  (1) 種苗センター管理運営事業費               137,521 

    ア 事業主体    県（センターの管理業務については指 
                     定管理者（（公社）埼玉県農林公社） 
                     に委託） 

     イ 事業内容    管理業務委託、ウイルス等検定。 
   (2) 登録品種管理事業費                           682 
     ア 事業主体   県 

     イ 事業内容   品種の登録等 
   (3) 施設改修費                                 6,441 
     ア 事業主体   県 

     イ 事業内容   トラクターの更新 
 
○県  

① 花と緑の振興センター運営費           19,750
 １ 目  的 
    花・植木及び果樹苗木の生産出荷に関する指導等を行い 

   生産農家の経営安定と生産意欲の高揚を図る。 
 ２ 内  容 
  (1) 事業主体  県 

  (2) 事業内容  展示植物等の維持管理、緑化造園に関 
          する研修等 
○県  

② 花と緑の振興センター運営費（安全対策）    24,716 
 １ 目  的 

   老朽化した園路舗装の修繕等の安全対策工事を実施し、 

  来園者が安全かつ快適に見学できる展示園とする。 
 ２ 内  容 
  (1) 事業主体  県 

  (2) 事業内容  展示園内の道路舗装等の補修及び柵・ 
                   手摺等の設置 
 

○県  
①  狭山茶需要創出促進事業費                      15,966 
 １ 目  的 

   「オンライン狭山茶まつり」やレシピコンテスト等の開
催により茶葉の新たな需要を創出し、新型コロナウイルス
感染拡大の影響により茶葉全体の需要回復を図る。 

 ２ 内  容 
  (1)  狭山茶販売促進事業                    4,983 
   (2) 新たな需要創出事業                     8,879 

   (3) 狭山茶ＰＲ事業                           2,104 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
地 域 特 産 物 

産 業 化 促 進 費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
山 間 地 域 特 産 
産 地 育 成 費 

 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
           9,878  

         (4,165) 
 財源内訳 
  一般財源    9,878 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
            90  
           (100) 

 財源内訳 
  一般財源        90 
 

○県  

② 生産振興関係団体等補助事業費              320 
 １ 目  的 
    茶業関係団体の積極的な活動を推進し、狭山茶の総合的 

   な振興を図る。 
 ２ 内  容 
  (1) 事業主体 

   ア (一社)埼玉県茶業協会               230 
   イ 埼玉県茶業青年団                 90 
   (2) 補 助 率  定額 

 
○県  
茶・地域特産物振興総合対策事業費             9,878 

 １ 目  的 
     産地間競争に負けない足腰の強い特産物産地を育成する 
   ため、産地の実情に即した総合的な対策を実施する。 

 ２ 内  容 
  (1) 地域特産物生産振興対策事業費補助            400 
   ア 事業主体  埼玉県西北部特産協会 

   イ 事業内容  特産物共進会、生産状況調査、 
           啓発活動等 
   ウ 補 助 率  1/3 

  (2) 彩の国狭山茶供給体制確立事業費補助        2,400 
     ア 事業主体  (一社)埼玉県茶業協会 
   イ 事業内容  品評会開催、研修会開催等 

     ウ 補 助 率  1/3 
   (3) 茶生産小規模条件整備事業費補助         1,060 
   ア 事業主体  農協、農家集団等 

   イ 事業内容  防霜施設等の整備、茶苗木育成 
           ほの設置等 
   ウ 補 助 率  3/10 

   エ 対象地区  2地区 
   (4) 茶・地域特産物振興推進事業費              229 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  茶・地域特産物振興のための調査、 
           販促活動等 
   (5) 全国お茶まつり推進事業費                   5,789 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  大会における開催県負担金及び旅費 
 

○県  
生産振興関係団体等補助事業費                  90 
 １ 目  的 

   県西北部特産協会の事業活動を促進し、山村地域の特産 
  農業の振興を図る。 
 ２ 内  容 

  (1) 事業主体  埼玉県西北部特産協会 
  (2) 補 助 率  定額 



（単位：千円） 

- 89 - 

事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

河 川 漁 業 振 興 
 対 策 費 
 

 

          13,697 
         (15,982) 
 

 財源内訳 
  国庫支出金  2,085 
  一般財源    11,612 

○県  

① 水産業活性化対策事業費                 1,917 
 １ 目  的 
   生活に潤いや安らぎをもたらす魚影豊かな水辺を創出す 

  るため、県民に親しまれる水辺環境づくりを推進する。 
 ２ 内  容 
  (1) 漁場活性化対策事業費              1,767 

    ア 事業主体  埼玉県漁業協同組合連合会 
     イ 事業内容  組合間の漁場利用や増殖活動の適正化 
           を図るための漁場利用実態調査を補助 

   ウ 補 助 率  定額 
  (2) バス駆除技術スキルアップ推進事業費        150 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  漁業組合員のバス駆除技術向上に 
           より、外来魚対策を推進 
 

② 水産業振興総合対策事業費              3,790 
 １ 目  的 
   魚影の濃い魅力ある漁場環境の創出と、安全で安心な水 

  産業の振興を図る。 
 ２ 内  容 
  (1) 水産業振興対策事業費                        1,048 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  水産行政の基礎的な事務 
  (2) 持続的養殖推進対策事業費                    1,758 

   ア 養殖衛生管理体制の整備費           1,258 
   (ｱ) 事業主体  県 
   (ｲ) 事業内容  魚病被害軽減のための検査、防疫 

             対策指導等 
   イ コイヘルペスウイルス病まん延防止事業費     500 
   (ｱ) 事業主体  生産者 

   (ｲ) 事業内容  知事の命令により生じた損失を補償 
  (3) 内水面漁場管理委員会運営事業費                984 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  内水面漁場管理委員会の運営に関わる 
                     経費 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 水 産 研 究 所 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
         18,493 
            (16,299)

 財源内訳 
  使用料及び   168 
  手数料        

   国庫支出金   200 
  財産収入     7,194 
  諸収入      4,476 

  一般財源     6,455 
 

○県  

③ 魚影豊かな川づくり推進支援事業費               7,710 
 １ 目  的 

  魚の放流や外来魚・カワウ対策等により、河川に魚と 

 遊漁者を増やすことで、漁協の遊漁料収入が増えるよう 
 な好循環の仕組みづくりを図る。 

 ２ 内  容 

  (1) おさかな増殖事業費                          4,568 
   ア 放流による魚が増える環境づくり支援費      3,000 
   (ｱ) 事業主体  釣り団体等 

   (ｲ) 事業内容  河川に合わせた魚の放流等に係る費 
 用を補助 

   (ｳ) 補 助 率  1/2 

   イ 魚影豊かな川づくり緊急支援費              1,568 
   (ｱ) 事業主体  県 
   (ｲ) 事業内容  県産ワカサギの汲み上げ放流や自然 

            増殖の実証 
  (2) 外来魚・カワウ駆除対策事業費                3,142 
   ア 専門業者による駆除対策費                  2,800 

   (ｱ) 事業主体  県 
   (ｲ) 事業内容  魚類食害生物対策の委託業務 
     イ 再放流禁止啓発支援費                        342 

   (ｱ) 事業主体  県 
   (ｲ) 事業内容  普及啓発資料の作成 
○県  

④ 生産振興関係団体等補助事業費              280  
 １ 目  的 
   本県水産業振興に関する団体の育成強化を図る。 

 ２ 内  容 
  (1) 事業主体 
   ア 埼玉県漁業協同組合連合会            190 

   イ (公財)日本釣振興会埼玉県支部           90 
  (2) 補 助 率  定額 
 

○県  
① 水産研究所運営費                    5,907 
 １ 目  的 

   水産研究所の管理運営を効果的かつ能率的に実施する。 
 ２ 内  容 
   業務遂行のため施設・設備の管理運営を行う。  

 
② 水産研究所試験研究費                12,586 
 １ 目  的 

   観賞魚の品質向上や食用魚の安定生産及び魚影豊かな川 
   を創出するための試験研究を実施する。 
 ２ 内  容 

  ○県 Ⅱ  埼玉ブランドとなる品種の育成と普及       5,600 
  ○県 Ⅲ  省力、低コスト、高品質生産技術の開発     3,076 
     Ⅳ 地域の特性を生かした技術開発と指導       3,910 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 茶 業 研 究 所 費 

 

          47,860 
        (251,819) 
 財源内訳 

  使用料及び   115 
  手数料         
  財産収入     4,113 

  諸収入      4,700 
  県債     13,000 
  一般財源    25,932 

○県  

① 茶業研究所運営費                    4,607 
 １ 目  的 
    茶業研究所の管理運営を効果的かつ能率的に実施する。 

 ２ 内  容 
    業務遂行のため施設・設備の管理運営を行う。  
○県  

② 茶業研究所試験研究費                 11,813 
 １ 目  的 
    埼玉農業の競争力を強化するため、茶の栽培管理技術の 

  開発や新品種の育成などの試験研究を実施する。 
 ２ 内  容 
   Ⅰ 環境変化に対応した栽培技術開発      1,797 

     Ⅱ 埼玉ブランドとなる品種の育成普及        4,250 
     Ⅲ 省力、低コスト、高品質生産技術の開発   1,730 
   Ⅳ 地域の特性を生かした技術開発と指導    4,036 

○県  
③ 茶業研究所施設管理事業費               28,184 
 １ 目  的 

    茶業研究所の施設の耐震診断及び工事設計や耐用年数を 
   大幅に超過した設備等の更新を行い、県民や職員が継続し 
    て安全に使用できるようにする。 

 ２ 内  容 
  (1)茶業研究所施設改修費              19,147 
   (2)機械・設備修繕                     9,037 

○県  
④ 狭山抹茶振興モデル事業                3,256 
 １ 目  的 

    抹茶の導入により狭山茶の新たな需要を創出し、産地力 
   を盤石なものとするため、需要拡大、モデル施設の整備、 
   抹茶に関する試験研究及び技術普及を実施する。  

 ２ 内  容 
      抹茶製造にかかる試験研究            3,256 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

給 与 費 
 
 

 
 
 

 
 

森 林 整 備 推 進 

事 業 費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

緑 化 推 進 費 
 

 

        860,522 
       (886,992) 
 財源内訳 

  国庫支出金   3,667 
  諸収入       6,918 
  一般財源   849,837 

 
 
        141,675 

       (119,501) 
 財源内訳 
  国庫支出金  45,295 

  繰入金      84,010 
  一般財源  12,370 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

        17,309 
        (15,451) 
 財源内訳 

  繰入金      12,797 
  一般財源   4,512 
 

 

森づくり課    102人 
 
会計年度任用職員 13人 

 
 
 

 
 
① 森林循環利用促進事業費                       141,585 

 １ 目  的 
   木材生産に取り組む林業事業体等を支援し、「伐って・ 
  使って、植えて、育てる」森林の循環利用と山村地域の活 

  性化を図る。 
 ２ 内  容 
  (1)皆伐・再造林補助                          99,125 

    一貫作業システムによる皆伐・再造林に取り組む林業 
   事業体を支援することにより森の若返りを推進する。 
   ア 事業主体  森林組合等 

   イ 事業内容 
  ○県  (ｱ) 人工林皆伐促進（林地残材搬出等）22ha   17,864 
  ○県  (ｲ) 皆伐促進作業道整備  4,000m           16,000 

    (ｳ) 地拵・植栽 40ha                      33,560 
  ○県  (ｴ) 獣害防止柵設置等 5,924m               14,381 
  ○県  (ｵ) 保育（下刈） 80ha             17,320 

   ウ 補 助 率  定額(ｱ)～(ｵ) 
  (2)保育補助                           39,721 
    間伐等を適切に実施し、森林資源の充実と質的向上を 

   図る。 
   ア 事業主体  市町村、森林組合、農林公社等 
   イ 事業内容 

    (ｱ) 花粉削減対策（搬出間伐）35ha      29,863 
   (ｲ) 公的森林整備（保育間伐等）69ha      9,640 
  ○県  (ｳ) 森林整備促進（下刈等）2ha           218 

   ウ 補 助 率  (ｱ)4/10、(ｲ)5/10、(ｳ)3/10 
○県 (3)事務費                                      2,739 
 

○県  
② 林業関係団体補助                                  90 
 １ 目  的 

   埼玉県山林種苗協同組合の事業活動の充実強化を図る。 
 ２ 内  容 
  (1)事業主体  埼玉県山林種苗協同組合 

 (2)補 助 率  定額 
 
○県  

① みんなで育てる森づくり事業費          17,009 
 １ 目  的 
   健全な森林を次代に引き継ぐため、社会全体で森林を守 

  る気運を醸成して、県民参加による森林づくりを促進する。 
 ２ 内  容 
  (1)みんなで育てる森づくり推進費          649 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  本多静六賞などの表彰や緑化活動の普 
           及啓発 

  (2)緑化推進費                       4,446 
  (3)県民参加による森づくり支援事業費       11,914 
   ア 事業主体  県、森林ボランティア団体等 

   イ 事業内容  森づくり活動を希望する企業・団体、 
           森林ボランティア団体等の支援 
     ウ 補 助 率  定額 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 
 
 

 
 

 

 
 
 

優 良 種 苗 確 保 
事 業 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
水 源 地 域 の 
森 づ く り 事 業 費 

 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

            539 
           (571) 
 財源内訳 

  使用料及び   22 
  手数料 
  一般財源     517 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
        397,541 
       (615,891) 

 財源内訳  
  繰入金     392,541 
  一般財源   5,000 

 
 

○県  

② 林業関係団体補助                        300 
 １ 目  的 
   緑化の推進を図るため、(公社)埼玉県緑化推進委員会に

    対し補助する。 
 ２ 内  容 
  (1)事業主体  (公社)埼玉県緑化推進委員会 

  (2)補 助 率  定額 
 
○県   

採種園運営事業費                                539 
 １ 目  的 
   優良な種苗を育成確保するために、採種園の管理・運営 

  を行うとともに、種苗の遺伝的改良を図り、花粉の生産が 
  少ないなど、優良木からなる森林の造成に資する。 
 ２ 内  容 

  (1)採種園等管理事業費                            473 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  苗木生産に必要な種子を採種園から採 

                     取するとともに、採種園の管理、運営 
                     を行う。 
  (2)林木育種事業費                                 63 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  優れた資質を持つ林木を比較・選抜す 
           るとともに、花粉の少ない品種を育成 

           する。 
  (3)林業種苗生産事業者登録事務費                    3 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  林業種苗法に基づく、生産事業者登録 
           等に関する事務 
 

○県  
水源地域の森づくり事業費                         397,541 
 １ 目  的 

   手入れの遅れやシカの被害等により荒廃し、緊急に整備 
  が必要となっている森林を対象として、針広混交林の造成 
  や広葉樹の森等を再生し、水源かん養、土砂流出防備など 

  の公益的機能の高度発揮やスギ花粉の削減、景観向上等を 
  図る。 
 ２ 内  容 

  (1)森林現況調査業務費                        5,000 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  現地調査や測量を行う。 

  (2)針広混交林造成事業費                  217,656 
    人工林を強度に間伐し、針葉樹と広葉樹が混じりあっ  
   た針広混交林を造成する。 

   ア 事業主体  県、市町村、林業事業体等 
   イ 事業内容  針広混交林造成 508ha 
   ウ 補 助 率  定額  

  (3)荒廃森林再生事業費                   166,872 
     シカの被害等を受け荒廃した森林について、広葉樹の 

 植栽や獣害防止柵の設置等を行い森林を再生する。 

     ア 事業主体  県、市町村、林業事業体等 
     イ 事業内容  広葉樹植栽・獣害防止柵設置等 92ha 
   ウ 補 助 率  定額  

  (4)環境林整備モデル事業費                   5,000 
     自生樹木の育成など自然力を活用した管理を行い、 
      荒廃の進行を防止し環境機能の高い森林として保全する｡ 

   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  受光伐等 10ha 
  (5)事務費                                 3,013 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

里山・平地林整備 
事 業 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
林 業 普 及 指 導 費 

 
 
 

 
 
 

 
木材利用拡大対策 
事 業 費 

 

 

         44,676 
       (116,160) 
 財源内訳  

  繰入金      44,676  
 
 

 
 
 

 
 
           50 

               (50) 
 財源内訳  
  一般財源        50 

 
 
 

 
        105,975 
       (110,883) 

 財源内訳  
  繰入金      80,910 
  諸収入      14,325 

  一般財源  10,740 
 

○県  

里山・平地林整備事業費               44,676 
 １ 目  的 
   放置された里山・平地林を整備・再生し、景観の向上や 

  生物多様性の保全を図るとともに、森林に関する意識の醸 
  成を図る。 
 ２ 内  容 

  (1)事業主体  市町村等 
  (2)事業内容  里山平地林整備  42ha 
  (3)補 助 率  定額 

 
○県  
林業関係団体補助                                   50 

 １ 目  的 
   埼玉県森林協会が行う普及指導事業の充実強化を図る。 
 ２ 内  容 

  (1)事業主体  埼玉県森林協会 
  (2)補 助 率  定額 
 

○県  
① 埼玉の木みんなで使って豊かな暮らし応援事業費  53,223 
 １ 目  的 

   高齢化した人工林の循環利用を推進するため、住宅建築
  等における消費者の県産木材を選択した利用に対する奨励
  を行い、県産木材の利用拡大を図る。 

 ２ 内  容 
  (1)県産木材の利用支援                         47,500
   ア 事業主体   （一社）埼玉県木材協会 

   イ 事業内容  県産木材を使用した住宅等の新築・改
     築・内装木質化に対する支援 
   ウ 補助単価  17,000円/㎥(内装木質化は3,000円/㎡)

  (2)事務費                               5,723 
○県  
② 木材産業等高度化推進資金貸付事業費         14,330 

 １ 目  的 
   木材の生産及び流通の合理化を促進し、木材供給の円滑
  化を図るため、木材の生産又は流通を担う業者に資金を低 

  利で融通する。 
 ２ 内  容                                        
   農林漁業信用基金からの借入金に同額の県の自己資金を 

  加え金融機関に預託し、金融機関が３～４倍の協調融資を 
  行う。                                               
   融資枠  3,820万円 

 
③ 都市と山をつなぐ木造施設整備支援事業費      18,101  
 １ 目  的  

   県産木材を利用しやすい環境を整備し、市町村が取り組 
  む木造公共施設整備を支援する。 
 ２ 内  容 

  (1)木造建築情報発信事業費            15,171 
  (2)木造建築技術者等育成事業費           2,930 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
森 林 計 画 推 進 
事 業 費 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
        110,076 
       (120,478) 

 財源内訳 
  国庫支出金   3,420 
  繰入金   92,094 

  一般財源  14,562 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

④ 木と人つなごう木育推進事業費            9,586  
 １ 目  的  
   木育を通じて木に携わる人材を育てるとともに、木の魅 

  力・情報を発信し、市町村の木材利用の機運醸成を図る。 
 ２ 内  容 
  (1)木育指導員養成                   711 

  (2)埼玉の木力発信プロジェクト           8,875 
○県  
⑤ 県産木材利用拡大事業費                 10,595 

 １ 目  的  
   ICTを活用し、森林資源量管理・需要情報マッチング、 
    山元での素材仕分け等の取り組みを支援し、県産木材の用 

    途拡大を図る。 
 ２ 内  容 
    素材生産活性化事業費              10,595 

○県  
⑥ 林業関係団体補助                    140 
 １ 目  的  

   木材団体の育成振興を図るため、埼玉県木材協会に対し 
  補助する。 
 ２ 内  容 

  (1)事業主体  （一社）埼玉県木材協会 
  (2)補 助 率  定額 
 

 
① 森林計画推進事業費              101,076 
 １ 目  的 

   森林の持つ多面的機能を持続的に発揮させるため、森林 
  整備及び保全の目標と基本的事項に関する計画策定のため 
  の調査等を行う。 

 ２ 内  容 
  (1)森林資源管理事業費               98,832 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  森林調査 106,600ha 
○県 (2)森林審議会費                     772 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  開催回数  ３回 
○県 (3)ＣＯ2 吸収量認証事業費                    472 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  森づくり活動を行っている企業・団体 
         に対するＣＯ2の吸収量の認証 15件 

○県 (4)森林認証取得支援事業                   1,000 

   ア 事業主体  木材業者、森林組合等 
   イ 事業内容  森林認証の取得・継続に対する支援 
 

② 森がつなぐ山とまちの未来事業費                 9,000 
 １ 目  的 
   森林環境譲与税を活用し、市町村が相互に連携して山側 

  の森林整備や都市部での木材利用を進めるため、県が「マ 
  ッチングサポートセンター（仮称）」を設置し、市町村間 
  の協定締結への支援を行う。 

 ２ 内  容 
  (1)地域間連携森林整備等促進事業           9,000 
   ア 事業主体  県 

   イ 事業内容  マッチングサポートセンター（仮称） 
          設置・運営 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

特 用 林 産 振 興 
対 策 費 

 

 
 
 

 
 
森 林 担 い 手 育 成 

対 策 費 
 
 

 

          140 
                 (150) 
 財源内訳 

  一般財源       140 
 
 

 
 
        45,556 

        (64,845) 
 財源内訳 
  国庫支出金   1,305 

  繰入金      27,710 
  諸収入      15,000 
  一般財源   1,541 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

○県  

林業関係団体補助                                    140 
 １ 目  的 
   埼玉県きのこ振興会等の事業活動を促進する。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  埼玉県きのこ振興会 
  (2)補 助 率  定額 

 
 
① 森林の担い手育成対策事業費             29,759 

○県 １ 担い手育成確保事業費               7,886 
  (1)目  的 
   担い手の育成確保を図るため、就労環境の改善及び受 

   け入れ体制の整備を促進する。 
  (2)内  容 
   ア 林業労働力確保支援センター活動促進費補助  2,300 

   (ｱ) 支援センター活動促進費補助 
    a 事業主体  林業労働力確保支援センター 
    b 補 助 率  定額 

   イ 担い手受入れ体制整備費補助         1,050 
   (ｱ) 事業主体  林業事業体 
   (ｲ) 事業内容  機械化システム習得のための研修等 

            に対する補助 
   (ｳ) 補 助 率  1/2 
   ウ 社会保険強化対策費補助           2,000 

   (ｱ) 事業主体  林業事業体 
   (ｲ) 事業内容  健康保険加入、林業退職金共済加入 
            に対する補助 

   (ｳ) 補 助 率  定額 
   エ 地域を元気にする木質バイオマス活用事業費  2,536 
   (ｱ) 事業主体  県 

   (ｲ) 事業内容  木材破砕機の管理運営、研修の実施 
 
○県 ２ 林業事業体育成強化事業費            16,500 

  (1)目  的 
    森林組合等の林業事業体の強化と事業活動の促進を図 
   り、系統組織の発展と林業の振興に資する。 

  (2)内  容 
   ア 森林組合経営基盤整備事業費補助        1,500 
   (ｱ) 事業主体  埼玉県森林組合連合会 

   (ｲ) 事業内容  森林組合の経営基盤強化、新たな取 
           組への支援、県森連の指導相談事業の 
           充実 

   (ｳ) 補 助 率  1/2 
   イ 森林組合活動資金貸付事業費           15,000 
   (ｱ) 事業主体  埼玉県森林組合連合会 

   (ｲ) 事業内容  貸付枠  30,000千円    
 
  ３ 林業労働災害防止事業費             2,174 

  (1)目  的 
    林業労働災害を防止するため、林業労働者の安全衛生
   の向上を図る。 

  (2)内  容 
   ア 林業労働安全衛生推進費補助          1,933 
   (ｱ) 事業主体  林業・木材製造業労働災害防止協会 

            埼玉県支部 
   (ｲ) 事業内容  林業労働安全衛生推進会議開催、特殊 
                       健康診断実施、安全作業フォローアップ 

                       訓練実施、労働安全衛生講習会実施 
   (ｳ) 補 助 率  定額 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

   

   イ 労働災害防止活動費補助             241 
   (ｱ) 事業主体  林業・木材製造業労働災害防止 
            協会埼玉県支部 

   (ｲ) 事業内容   安全巡回指導費、指導体制強化費 
   (ｳ) 補 助 率  1/2  
 

  ４ 担い手の活動支援事業費             3,199 
  (1)目  的 
    林業技術の改善、林業経営の合理化、森林の整備等を 

   促進し、林業の振興を図るとともに森林の持つ多面的機 
   能の高度発揮に資するため、技術及び知識の普及と森林 
   施業に関する指導等を行う。 

  (2)内  容 
   ア 林業技術普及費                2,249 
   (ｱ) 事業主体  県 

   (ｲ) 事業内容  巡回指導、地区運営、普及指導職員 
            の研修、現地適応化、活動負担金、 
            グループコンクールの開催 

   イ 地域リーダー育成事業費              850 
   (ｱ) 林業女性活動支援 
    a 事業主体  林業団体 

    b 補 助 率  1/2 
   (ｲ) 地域林業プランナー育成 
    a 事業主体  林業団体 

    b 補 助 率  定額 
   (ｳ) 指導林家等活動支援 
    a 事業主体  県 

    b 事業内容  指導林家の育成、講習会の実施等 
   ウ 地域林業振興対策事業費              100 
   (ｱ) 事業主体  埼玉県山村・林業振興協議会 

   (ｲ) 事業内容  研修、経営管理指導の支援 
   (ｳ) 補 助 率  1/2 
 

② 森林技術者の確保・育成事業費              15,377 
 １ 研修実施体制の整備・運営              4,015 
  (1)目  的 

    森林技術者の確保・育成を推進するため、研修実施体 
   制を整備する。 
  (2)内  容 

   ア 森林技術者育成協議会の運営         1,190 
   (ｱ) 事業主体  県 
   (ｲ) 事業内容  市町村や関係団体等で構成する協議 

            議会の運営 
   イ 研修資機材の導入                 2,825 
   (ｱ) 事業主体  県 

   (ｲ) 事業内容  各研修で使用する資機材の導入 
 
 ２ 森林技術研修の実施                11,362 

  (1)目  的 
    就業希望者や市町村職員に対する研修を行う。 
  (2)内  容 

   ア 就業希望者等の即戦力養成研修        10,436 
   (ｱ) 事業主体  県 
   (ｲ) 事業内容  就業希望者等を対象とした研修の実 

            施 
   イ 市町村職員の専門能力育成研修            926 
   (ｱ) 事業主体  県 

   (ｲ) 事業内容  森林環境税を活用した事業を担う市 
            町村職員等を対象とした研修の実施 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
埼 玉 県 森 林 整 備 

担い手基金積立金 
 
 

 
 
 

 
 
林 業 ・ 木 材 産 業 

構 造 改 革 事 業 費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
林業事務所運営費  

 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
           221 

          (234) 
 財源内訳  
  財産収入       221 

 
 
 

 
 
        456,027 

       (440,591) 
 財源内訳 
  国庫支出金 455,868 

  一般財源     159 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
         3,445 

          (6,136) 
 財源内訳 
  使用料及び    22 

  手数料      
  財産収入      70 
   一般財源   3,353 

 

○県  

③ 林業関係団体補助                                420 
 １ 目  的 
   埼玉県森林組合連合会の事業活動の充実強化を図る。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  埼玉県森林組合連合会 
  (2)補 助 率  定額  

 
○県  
埼玉県森林整備担い手基金積立金                 221 

 １ 目  的 
   林業従事者の労働安全衛生の充実、技術・技能の向上及
  び福利厚生の充実等森林整備の担い手対策の推進を図るた

  めの基金の積立を行う。 
 ２ 内  容 
   基金運用益の積立て 

 
 
林業・木材産業構造改革事業費              456,027 

 １ 目  的 
   地域林業の振興と多様な森林資源の有効活用を図るため
  林業生産用機械等の整備の支援を行う。 

 ２ 内  容  
  (1)「埼玉の木」施設整備促進事業費             32,009 
   ア 事業主体  市町村等           

   イ 補 助 率  1.5/10 
   ウ 事業内容  木造施設の整備及び木質内装化に対す 

          る補助 

  (2)「埼玉の木」加工・流通促進事業費      299,750 
   ア 事業主体  地域材を利用する法人等 
   イ 補 助 率  1/2 

   ウ 事業内容   木材加工施設等の整備に対する補助 
  (3)次世代木材生産・供給システム構築事業費    43,000 
   ア 事業主体  森林組合等 

   イ 補 助 率  定額 
   ウ 事業内容  路網整備、搬出間伐等に対する補助 
  (4)特用林産施設等体制整備事業費         28,309 

   ア 事業主体  きのこ生産者団体等 
   イ 補 助 率  1/3、1/4 
   ウ 事業内容   きのこ原木等の購入費用に対する補助 

   (5)特用林産物活用施設等整備事業費       52,800 
   ア 事業主体  きのこ生産者団体等 
   イ 補 助 率  1/2 

   ウ 事業内容   特用林産物活用施設等の整備に対する
補助 

○県 (6)県附帯事務費                    159 

 
○県  
林業事務所費                       3,445 

 １ 目  的 
   森林・林業施策の推進を図るために必要な林業事務所の 
  維持管理を行う。 

 ２ 内  容 
  (1)林業事務所運営費               3,332 
   寄居林業事務所の管理運営経費 

   (2)被服費                         113 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

森林整備地域活動 
支 援 事 業 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
埼 玉 県 森 林 環 境 

譲与税基金積立金 
 

 

 
 
 

 
 
 

県 営 林 事 業 費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
都市と山村交流の 
森 管 理 事 業 費 

 
 

 

        4,494 
          (4,820) 
 財源内訳  

  財産収入        27 
  繰入金       2,992 
  一般財源    1,475 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
        134,350 

       (134,336) 
 財源内訳  
   財産収入       122 

  一般財源  134,228 
 
 

 
 
 

       124,357 
       (112,423) 
 財源内訳 

  財産収入    58,205 
   県債        42,000 
  一般財源  24,152 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
        76,418 
        (62,161) 

 財源内訳 
  使用料及び      73 
  手数料 

  県債        15,000 
  一般財源  61,345 
 

 

森をまもる活動支援事業費                 4,494 
 １ 目  的 
   森林経営計画策定に必要な森林情報の収集活動、集約化

  施業に必要な現地調査等への支援を行う。 
 ２ 内  容 
  (1)森林整備地域活動支援事業費                 4,425

   ア 事業主体  森林組合等 
   イ 事業面積  80ha 
   ウ 補助率   3/4 

  (2)森林整備地域活動支援推進事業費               42 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  市町村等指導経費 

  (3)基金積立金                     27
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  基金運用益の積立て 

 
 
埼玉県森林環境譲与税基金積立金              134,350 

 １ 目  的 
   市町村が実施する森林の整備に関する施策の支援等を図 
  り、もって森林の有する公益的機能の維持増進及び林業の 

  持続的発展に資するため、埼玉県森林環境譲与税基金の造 
  成・運用を図る。 
 ２ 内  容 

   譲与税及び運用益の積立て 
 
○県  

県営林事業費                                   124,357 
 １ 目  的 
   県営林の適正な維持管理を推進し、森林の持つ公益的機 

  能の高度発揮、森林資源の充実、中山間地域の活性化を図 
  る｡ 
 ２ 内  容 

  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容 
   ア 造林事業費                                9,273 

          保育等  34ha 
     イ 立木処分事業費                           39,815 
          面積    73ha 

     ウ 保護管理事業費                           75,269 
          作業道補修等 
 

○県  
都市と山村交流の森管理事業費                 76,418 
 １ 目  的 

   都市と山村の交流の場、森林レクリエーションや森林学 
 習等の場を県民に提供するため、「県民の森」、「みどり 
 の村」、「森林科学館(彩の国ふれあいの森)」、「１００ 

 年の森」、「越生ふれあいの里山」の各施設を良好に維持 
 管理する。 

 ２ 内  容 

  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容 
   ア 県民の森等維持管理事業費         72,449 

     イ １００年の森づくり事業費                 3,438 
     ウ 越生ふれあいの里山活用促進事業費           531 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

埼 玉 県 農 林 公 社 
助 成 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（ 債 務 負 担 行 為 ） 
埼玉県農林公 社 
造 林 資 金 等 

損 失 補 償 
(令和3年度借入分) 

 

 
 
 

 
 
 

 
 

森 林 管 理 道 

整 備 事 業 費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

        401,962 
       (358,558) 
 財源内訳 

  一般財源  401,962 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
        835,769 

       (835,754) 
 財源内訳  
  国庫支出金 283,495 

   県債       552,000 
  一般財源    274 
 

 
 
 

 
 

○県  

（公社）埼玉県農林公社森林整備事業助成費         401,962 
 １ 目  的 
   事業推進のために必要な資金を貸付け、公社の育成と業 

  務運営の円滑化を図るとともに、貸付金の運用により公社 
  の一時的な資金不足に備えることで安定的な経営を支援す 
  る。 

   また、シカ食害等により収入が見込めない分収林の契約 
  解約・繰上償還にかかる費用を支援する。 
 ２ 内  容 

  貸付金 
  (1)貸付金（貸付期間50年以内）            366,951 
  (2)繰上償還費補助                     34,695 

  (3)事務費                          316 
 
 

 埼玉県農林公社が造林事業に要する資金を日本政策金融公庫
から借り入れられるよう損失を補償する。 
 

限度額 
 埼玉県農林公社がその業務を行うため日本政策金融公庫から
借り入れた造林資金及び森林整備活性化資金のうち最終償還期

限到来後１０月を経過しても弁済できない元利金合計額（遅延
損害金を含む。）及び損失確定日の翌日から補償履行の日まで
年１１パーセントの割合による利息に相当する額 

  
期 間  
 令和３年度から令和５４年度まで 

 
 
森林管理道整備事業費                             835,769 

 １ 目  的 
   適切な森林整備の推進や林業経営の効率化及び山村生活 

 環境の改善などを図るため、その基盤となる森林管理道を 

 整備する。 
 ２ 内  容 
  (1)国庫補助事業費                             597,553 

   ア 開設事業費                               46,000 
      (ｱ) 事業主体  県 
   (ｲ) 事業内容  1路線  0.1km 

   イ 改良事業費                              525,789 
      (ｱ) 事業主体  県、市町村 
   (ｲ) 事業内容  13箇所 

      (ｳ) 補 助 率  3.1/10 
   ウ 舗装事業費                               25,764 
      (ｱ) 事業主体  県 

   (ｲ) 事業内容  1箇所 
○県 (2)県単独事業費                               238,216
   改良整備事業費 

   ア 事業主体  県、市町村 
   イ 事業内容  37箇所 
   ウ 補 助 率  3/10 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

森 林 管 理 道 
環 境 整 備 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
治 山 事 業 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

森 林 保 全 管 理 費 
 
 

 

        18,896 
        (20,017) 
 財源内訳 

   県債        18,000 
  一般財源    896 
 

 
 
 

 
        640,054 
       (650,147) 

 財源内訳  
  国庫支出金 105,300 
  県債       491,000 

  一般財源  43,754 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

         1,156 
         (3,094) 
 財源内訳 

  国庫支出金     307 
  一般財源     849 
   

 

○県  

森林管理道安全向上事業費                          18,896 
 １ 目  的 
   森林管理道における通行上の危険個所について簡易な修 

 繕を行うことで、通行車両や自転車、散策者などの安全性 
  の向上を図る。 
 ２ 内  容 

  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容  ガードレールの修繕 
 

 
① 治山事業費                    597,482 
 １ 目  的 

   県民の安全・安心な生活を守り、森林の持つ公益的機能 
  の向上を図るため、荒廃地及び地すべり地に対して治山施 
  設等を整備する。 

 ２ 内  容 
  (1)国庫補助事業費               223,132 
   ア 公共治山事業費             186,210 

      (ｱ) 事業主体  県 
   (ｲ) 事業内容  山腹崩壊地を復旧整備し、山地災害 
            の防止軽減を図る。4箇所 

   イ 農山漁村地域整備交付金事業費        36,922 
      (ｱ) 事業主体  県 
   (ｲ) 事業内容  新たな崩壊等のおそれのある山地に 

            対して治山施設を整備する。2箇所 
○県  (2)県単独事業費                 374,350 
   ア 山村生活安全対策事業費（県事業）        350,973 

      (ｱ) 事業主体  県 
   (ｲ) 事業内容  集落周辺の山腹崩壊等に対して復旧 
             整備を行う。20 箇所 

   イ 山村生活安全対策事業費（市町村事業）   23,377 
      (ｱ) 事業主体  市町村 
   (ｲ) 事業内容  市町村が行う小規模な治山工事に補 

            助する。9 箇所 
   (ｳ) 補 助 率    1/2 
 

○県  
② 治山施設点検調査事業費            42,572 
 １ 目  的 

   県が長年に渡り設置し管理している治山施設について、 
  長寿命化対策の推進を図るため、順次、点検・調査・診断 
  を行う。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容  治山施設の点検・調査・診断 

         540箇所 
 
 

保安林整備管理事業費                 1,156 
 １ 目  的 
   水源のかん養、災害の防備、生活環境の保全等、森林の 

  持つ公益的機能をより高度に発揮させるため、保安林の適 
  正な配備及び管理を行う。 
 ２ 内  容 

  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容   
   ア 保安林整備事業委託費              257 

   イ 保安林整備事業                           100 
 ○県 ウ 保安林管理事業                  799 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

林 業 事 務 所 費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
森林管理道災 害 
復旧対応事業 費 

 
 
 

 
 
 

 
森林管理道災 害 
復旧対応事業 費 

（ 過 年 度 分 ） 
 
 

 
 
 

 
 
 

林 業 ・ 木 材 産 業 
改 善 資 金 
貸 付 事 業 費 

 

 

         4,313 
         (3,471) 
 財源内訳 

  繰入金      950 
  諸収入       1,570 
  一般財源   1,793 

 
 
 

 
 
 

 
        30,000 
        (30,000) 

 財源内訳  
  県債        20,000 
  一般財源  10,000 

 
 
 

 
        588,760 
       (110,270) 

 財源内訳  
  国庫支出金 573,733 
  県債        15,000 

  一般財源     27 
 
 

 
 
 

        20,650 
        (20,650) 
 財源内訳 

  繰入金          20 
  繰越金      13,920 
  諸収入       6,710 

 
 

 

森林研究試験費                       4,313 
 １ 目  的 
   森林の適切な保全や循環利用の促進を図るため、新たな

  造林技術の開発などの試験研究を実施する。 
 ２ 内  容 
   試験研究費                  

  (1)埼玉ブランドとなる品種の育成と普及        413 
  (2)省力･低コスト･高品質生産技術の開発       1,472 
  (3)地域の特性を生かした技術開発と指導            525 

  (4)調査研究                                    1,903 
 
 

○県  
森林管理道災害復旧対応事業費              30,000 
 １ 目  的 

   県管理の森林管理道における、積雪や災害発生後の速や 
  かな通行確保及び被害拡大の防止を図る。 
 ２ 内  容 

  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容  倒木や崩落土砂の除去、除雪、応急修繕 
 

 
森林管理道災害復旧対応事業費（過年度分）     588,760 
 １ 目  的 

   令和元年10月11日から12日の台風19号等の豪雨により被 
  災した森林管理道の速やかや復旧及び被害の拡大防止を図 
  る。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 
  (2)事業内容  災害復旧 

 
 
○県  

林業・木材産業改善資金貸付事業費             20,650 
 １ 目  的 
   林業従事者等が木材産業経営の改善、林業労働に係る労 

  働災害の防止、林業者の育成確保等のために自主的に林業 
  経営を改善することを助長するため、中・長期にわたり、 
  無利子で貸付けを行う｡ 

 ２ 内  容 
  (1)貸付対象者 
     森林所有者・林業労働従事者・森林組合・生産森林 

    組合・森林組合連合会・市町村・木材製造業・木材卸 
    売業等 
 

  (2)事業内容 
   ア 林業・木材産業改善資金貸付費             20,000 
   イ 管理指導事務費                              630 

   ウ 予 備 費                                   20 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

本 多 静 六 博 士  
育 英 事 業 費 

 

 

       36,240 
       (42,602) 
 財源内訳  

  財産収入       548 
  繰入金           1 
  繰越金           1 

  諸収入      35,690 
 

○県  

本多静六博士育英事業費                            36,240 
 １ 目  的 
   本多静六博士の寄附希望条件に沿い、中津川県有林から 

  得られた収入を積立て、この収益と返還金により奨学金の 
  貸付けを行う。 
 ２ 内  容 

  (1)貸付対象者 
   埼玉県に高校時に在住していた者で経済的な理由で就学 
  （大学院、大学、短大又は専修学校専門課程）が、困難と 

  認められる者 
  (2)貸付予定人員       56人 
   ア 月額奨学金      26人（継続） 

                30人（新規） 
   イ 入学一時金   30人（新規） 
  (3)貸 付 額 

   ア 月額奨学金   継続: 3万円  新規: 3万円 
   イ 入学一時金   30万円 
  (4)事業内容 

   ア 本多静六博士育英事業費                   35,240 
      (ｱ) 育英基金積立金                            200 
   (ｲ) 奨学資金貸付費                         35,040 

     a 貸付金                                29,160 
     b 事務費                                   506 
     c 積立金                                 5,374 

   イ 予備費                                    1,000 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

給 与 費 
 
 

 
 
 

 
 
 

農 業 水 利 調 整 費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
土 地 改 良 事 業 

計 画 等 調 査 費   

 

           1,069,405 
       (1,121,477) 
 財源内訳 

  分担金及び   1,455 
  負担金 
  諸収入       500 

  一般財源 1,067,450 
 
 

                 329 
          (350) 
 財源内訳 

  一般財源     329 
 
 

 
 
 

 
 
               91,054 

        (72,516) 
 財源内訳 
  分担金及び  42,825 

  負担金 
  国庫支出金 13,000 
  一般財源    35,229 

 

農村整備課 137人 
 
会計年度任用職員 1人 

 
 
    

 
 
○県  

農業水利調整費                      329 
  １ 目  的 
    かんがい排水等の課題について公正かつ専門的意見を得

て施策の方針を樹立する。 
 
 ２ 内  容 

    審議が必要な課題が生じた時に、その都度、課題に応じ
た有識者等を招集し、事務局も交えた意見交換により対応
策を検討する。 

 
 
土地改良事業計画等調査費                91,054 

 
① 農業基盤整備事業調査費                 22,578 
  １ 目  的 

       農業農村整備事業の実施に当たり事業計画書を作成す 
    る。 
  ２ 内  容 

   (1)調査地区  4地区 
    大串裏田[吉見町]、真栄堰[熊谷市] 
   上須戸堰[熊谷市他]、埼玉5期[加須市他] 

   (2)負担割合 1/2（県） 1/2（地元） 国一部補助 
 
② 農業基盤整備基礎調査費                56,224 

  １ 目  的 
    農業基盤整備事業調査に向けて、土地利用状況など基 
  礎諸元を調査し、事業の実施可能性について検討を行う。 

  ２ 内  容 
   (1)調査地区 9地区                             53,820 
     伊佐沼代用水路[川越市] 

    櫛挽[深谷市]、長作橋堰[深谷市] 
    弥勒北[羽生市]、浅羽[坂戸市] 
    日向[熊谷市]、栗崎向田[本庄市・深谷市] 

    本田[深谷市]、釜の上・兎田暮坪[秩父市] 
   (2)負担割合  1/2（県） 1/2（地元） 国一部補助 
  (3)農業用水需給計画調査                     667 

    ア 目  的 
       農業用水の合理的使用や配分計画の樹立、さらに水 
     利権の更新に欠くことのできない取水量データの収集 

       ・整理を行い、農業用水の高度利用を図る。 
    イ 内  容  
     (ｱ) 事業内容 

       県内農業水利施設の取水量調査 
    (ｲ)  負担割合  10/10（県） 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

   

   (4)農業農村整備事業フォローアップ調査         1,167 
    ア 目  的 
      農業農村整備事業の効果の発現状況等を検証する。 

   イ 内  容 
    (ｱ)  事業内容 
      （事業効果調査） 
           事業完了地区の効果検証調査 
         （冬期通水生物調査） 
       利根大堰に係る冬期試験通水の効果検証調査 
    (ｲ)  負担割合  10/10（県） 
   (5)農業水利施設実態調査                   570 
    ア 目  的 

     「農業水利施設実態調査」結果を「埼玉県水土里情 
     報システム」に登録するとともに、地図情報として一 
       元的に管理・把握し、施設管理者が行う施設の維持管 

       理や計画的な補修及び更新等に対する支援を行う。 
    イ 内  容 
     (ｱ)  事業内容 

      ・「埼玉県水土里情報システム」の活用 
         システム基本料 
      ・農業水利施設情報の更新 

        「農業水利施設実態調査」結果データ更新費 
     (ｲ)  負担割合  10/10（県） 
 

③ 埼玉型ほ場整備実施計画策定費             12,252 
  １ 目  的 
     「埼玉型ほ場整備事業」を実施するに当たり、必要な 

   実施計画を策定する。 
  ２ 内  容 
    ア 調査地区  2地区 

      小平[春日部市]、宮東・中島[宮代町] 
    イ 負担割合   定額 （国） 
            1/2  （県） 

            1/2  （地元） 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

多 面 的 機 能 
支 援 事 業 費 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

か ん が い 排 水 
事 業 費 

 

              625,045 
         (625,048) 
 財源内訳 

  国庫支出金 421,721 
  一般財源  203,324 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

           1,180,200 
       (1,260,315) 
 財源内訳 

  分担金及び 301,512 
  負担金      
  国庫支出金 551,820 

  県債     260,000 
  一般財源    66,868 
 

 

多面的機能支援事業費                  625,045 
 １ 目  的 
    農業・農村の多面的機能を維持し発揮させるとともに規

模拡大に取り組む担い手の負担を軽減し、農業構造改革を
後押しするため、地域において共同で行う農地や水路、農
道などの保全活動について支援する。 

 ２ 内  容 
  (1)多面的機能支払交付金              609,972 
    負担割合  国1/2、県1/4、市町村1/4 

    ア 農地維持支払                  359,325 
   イ 資源向上支払                  250,647 
  (2)多面的機能支払推進交付金            15,073 

    負担割合  10/10（国） 
 
 

① かんがい排水事業費                 43,680 
 １ 目  的 
    農業生産基盤の基礎的要素である用排水条件を整備し農

業経営の安定と地域農業の確立を図る。 
 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 

  (2)地区数及び事業量 
    ア 地区数  2地区 
      （継続）   

      荒川中部左幹線[深谷市、本庄市、寄居町]、 
      荒川中部右幹線[深谷市、寄居町] 
    イ 事業量 

      用水路補修   100m 
     付帯工       1式 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

   

② かんがい排水事業費（長寿命化対策）        1,136,520 
 １ 目  的 
    基幹的農業用用排水施設について、老朽化した施設の長

寿命化の観点から的確な予防保全対策を行い、国土強靭化
を実現する。 

 ２ 内  容 

  (1)事業主体  県 
  (2)地区数及び事業量 
    ア 地区数  11地区 

      (ｱ)継 続   9地区 
     小鹿野用水[小鹿野町]、  
      備前渠用水Ⅲ期[本庄市、深谷市、熊谷市]、 

      庄内領Ⅱ期[幸手市、杉戸町、春日部市]、 
         新郷交換用水路[羽生市、行田市]、 
      渡内糠田排水機場[鴻巣市]、 

      南吉見排水機場[吉見町]、 
         中条星宮[熊谷市、行田市]、 
     九尺排水機場[松伏町、春日部市] 

     埼玉5期[川島町、東松山市、吉見町、熊谷市、 
     深谷市、吉川市、松伏町] 
      (ｲ)新 規  2地区 

      幸手領・権現堂2期[幸手市、杉戸町、春日部市] 
     手子堰[加須市] 
   イ 事業量 

     用水路補修      1,024ｍ 
     揚水機場補修    3機場 
     ゲート、除塵機、 

     建屋補修            1式 
     舗装復旧等     1式 
     保全計画策定    1式 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

ほ 場 整 備 事 業 費 
 

 

              947,725 
       (1,203,846) 
 財源内訳 

  分担金及び 189,793 
  負担金    
  国庫支出金 439,675 

   県債     262,000 
  一般財源    56,257 

 

① ほ場整備事業費                    907,725 
 １ 目  的 
    農地の大区画化や汎用化を行い、農業生産性の向上や農

産物の生産拡大を図るとともに、農地の利用集積を推進し
担い手の育成を図る。 

 ２ 内  容 

  (1)事業主体  県 
  (2)地区数及び事業量 
    ア 地区数  11地区 

     (ｱ)  継 続  8地区 
        鴻巣・行田[鴻巣市、行田市]、 
           池上[熊谷市、行田市]、 

      さいたま中央[さいたま市]、 
      下増田[熊谷市]、中太田・小柱[秩父市]、 
      明戸北部1期[深谷市]、名倉[加須市]、 

           久下戸[川越市] 
    (ｲ)  新 規  3地区 
        上之東部[熊谷市]、村君[羽生市]、 

      大房[羽生市] 
    イ 事業量 
      区画整理  56.2ha 

○新○県  
② 高収益農業を実現するほ場整備実証事業          40,000 
 

 １ 目  的 
    水田地帯における農業の高収益化を図るため、排水改良 
  を中心とするほ場整備を行い、野菜導入の効果を実証する。 

 
 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 

  (2)地区数及び事業量 
   ア 地区数  2地区（新規） 
      弥勒[羽生市]、大越[加須市] 

   イ 事業量 
     調査計画および排水改良工事 
      暗渠排水路工 一式 

      調査計画  一式 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

農 地 防 災 事 業 費 

 

           2,219,667 
       (1,926,787) 
 財源内訳 

  分担金及び 163,988 
  負担金   
  国庫支出金 

            1,606,225 
  県債    435,000 
  一般財源    14,454 

 

① 農地防災事業費                  904,049 
 １ 目  的 
    農地農業用施設や公共施設の災害未然防止及び機能低下

した施設の機能回復を図るため、農業用用排水施設を整備
する。 

 ２ 内  容 

  (1)事業主体  県 
  (2)地区数及び事業量 
   ア 地区数  8地区 

      (ｱ)  継 続  6地区 
       島中領[久喜市、幸手市]、 
       芳沼[深谷市]、 

           稲荷木落3期[久喜市、加須市]、 
       神扇3期[幸手市]、 
       権現堂3期[幸手市、春日部市、杉戸町] 

       古利根堰[春日部市、越谷市、松伏町、草加市、 
       八潮市、吉川市、三郷市] 
    (ｲ)  新 規  2地区 

        大沼（大）[吉見町] 
          下八間堀[吉川市、松伏町] 
     イ 事業量 

      管水路工        823ｍ 
         洪水吐下流水路工  1式 
         排水路工        160ｍ 

     用水路工        900ｍ 
     耐震補強工     1式 
     付帯工          1式 

     測量設計      1式 
 
② 防災減災緊急対策事業費              1,179,448 

 １ 防災減災事業緊急調査（県営）           278,088 
  (1)目  的 
      防災減災の見地から緊急的に対策を講じる必要がある 

  農業用水利施設（ため池等）について、事業実施に必要 
  な事業計画書を作成する。 
  (2)内  容 

    ア  事業主体  県 
   イ 地区数  16地区 
     (ｱ)  継 続  1地区 

      弁天池[秩父市] 
     (ｲ)  新 規  15地区 
       北川辺領[加須市]、門林沼[ときがわ町] 

          神戸沼[滑川町]、南飯塚1～5号池[寄居町] 
          滑川ため池群[滑川町]、埼玉ため池[飯能市他]、 
          秩父市（県）[秩父市]、飯能市（県）[飯能市]、 

          本庄市（県）[本庄市]、滑川町（県）[滑川町]、 
           嵐山町（県）[嵐山町]、吉見町（県）[吉見町] 
          鳩山町（県）[鳩山町]、寄居町（県）[寄居町]、 

           ときがわ町（県）[ときがわ町]、 
   ウ 事業量 
      調査計画  16地区 

     エ 負担割合  10/10 （国） 
             1/2 （県） 
             1/2 （地元） 

                     10/10  (県) 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

   

 ２ 防災減災事業緊急調査（団体営）          901,360 
  (1)目  的 
      農業用ため池の下流において、二次被害が想定され詳 

  細調査やハザードマップ作成を緊急に実施しなければな 
  らない施設について、防災減災の見地から、施設管理者 
  に対し調査費の補助を行う。 

  (2)内  容 
    ア 事業主体  市町村 
   イ 地区数   18地区 

    （新規） 
     飯能市宮沢[飯能市]、日高市[日高市] 
     七ツ沼[東松山市]、東松山市[東松山市] 

     滑川町[滑川町]、嵐山町[嵐山町] 
     小川町4[小川町]、赤貫沼[鳩山町] 
     美里町[美里町] 

     秩父市（団）[秩父市]、本庄市（団）[本庄市]、 
     滑川町（団）[滑川町]、嵐山町（団）[嵐山町]、 
        小川町（団）[小川町]、鳩山町（団）[鳩山町]、 

       皆野町（団）[皆野町]、美里町（団）[美里町]、 
         寄居町（団）[寄居町] 
   ウ 事業量 

     耐震計画策定、劣化状況調査、耐震調査 18地区 
   エ 補助率  10/10（国） 
○県  

③ 農業用ため池緊急耐震化対策事業           136,170 
 １ 目  的 
    埼玉県内の農業用ため池のうち、規模が大きく、決壊し

た場合に人家や重要な公共施設に甚大な影響を与える恐れ
がある３箇所について、耐震対策等を進める。 

 ２ 内  容 

  (1)事業主体  県 
  (2)地区数及び事業量 
    ア 地区数  2地区 

     （継続） 
       円良田湖[寄居町、美里町、深谷市]、 
       鎌北湖[毛呂山町、坂戸市] 

   イ 事業量 
     堤体補強    1式 
     家屋事後調査 1式 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

農 道 整 備 事 業 費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
団 体 営 土 地 改 良 
事 業 費 

 

            342,300 
        (222,600) 
 財源内訳 

  分担金及び  85,575 
  負担金    
  国庫支出金 160,090 

  県債      96,000 
  一般財源     635 
 

 
 
 

 
 
 

 
             519,242 
        (918,629) 

 財源内訳 
  国庫支出金 303,115 
   県債      84,000 

   一般財源  132,127 

 

農道整備事業費                     342,300 
 １ 目  的  
    既設農道の更新整備を実施することにより、車両等の安

全な通行を確保し、農産物の流通の効率化を図る。 
 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 

  (2)地区数及び事業量 
   ア 地区数  2地区 
     （継続） 

      埼葛[春日部市、杉戸町、松伏町]、 
     北武蔵[深谷市] 
   イ 事業量 

     橋梁補修工  0.1橋 
     橋梁耐震補修 1式 
 

 
① 団体営基盤整備促進事業費             208,999 
 １ 目  的 

   小規模な農業水利施設の整備補修や調査、計画策定を行
う市町村等を支援し、農業生産の維持及び農業経営の安定
を図る。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  市町村、土地改良区 
  (2)地区数、事業量及び補助率 

   ア 地区数  183地区 
   イ 事業量及び補助率 

区分 
継続 

新規 
地 区数 事業量 補助率 

地域ｽﾄｯｸ 

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 
継続 1 実施設計1式 6.4/10 

保全高度化 継続 1 遊歩道整備910m 5/10 

農業水路等
長寿命化 

新規 1 除塵機補修1式 6.4/10 

農地耕作 
条件改善 

新規 1 排水路工L=420m 6.4/10 

ため池整備 

（一般） 
新規 1 

洪水吐改修、法面保

護工1式 
6.8/10 

農業水利 

安全対策 
新規 2 安全施設1式 7.1/10 

突発事故復旧 新規 1 突発事故復旧工事1式 7.1/10 

○県  
埼玉型ほ場整備 

継続 2 共助活動費1式 10/10 

○県  
土地改良施設

維持管理適正化 

継続 139 
土地改良施設の整備

補修1式 
3/10 

新規 34 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

   

② 彩の国ゆたかなむらづくり整備事業費         129,373 
 １ 目  的 
    農村地域の生活排水処理施設を整備することにより、農

業用水の水質改善と生活環境の向上を図り、安全・安心な
農産物の生産と生活しやすい地域づくりを進める。 

 ２ 内  容  

  (1)事業主体  市町村 
  (2)地区数 
   ア 地区数  12地区 

   イ 事業量及び補助率 

区分 
新規 
継続 

地区数 事業量 補助率 

農業

集落 
排水 

新規 2 
処理施設整備 国5/10 

継続 3 

新規 1 機能診断調査 国5/10 

新規 6 最適整備構想策定 国10/10 

     

③ 農地中間管理機構農地耕作条件改善事業費    180,870 
 １ 目  的 

   農地中間管理機構による担い手への農地の集積・集約化
を加速するため、農地中間管理機構が実施する畦畔除去に
よる区画拡大、用排水路の改修など耕作条件の改善を支援

する。 
 ２ 内  容 
  (1)事業主体  農地中間管理機構 

  (2)地区数、事業量及び補助率 
   ア 地区数  10地区 
   イ 事業量及び補助率 

 

区分 
新規 
継続 

地区数 事業量 補助率 

簡易基盤整備 新規 6 区画整理133.2ha 7.75/10 

埼玉型ほ場整備 
継続 3 区画整理11.4ha 

7.75/10 
新規 1 測量設計1式 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

水辺周辺活用事業費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
県費単独土地改良 

事 業 費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

             508,793 
 
財源内訳 

  分担金及び  85,868 
  負担金    
  県債     422,000 

  一般財源     925 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
            267,224 

        (205,627) 
 財源内訳 
  県債     264,000 

  一般財源    3,224 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○新○県  

水辺周辺活用事業費（農業用水）                   508,793 
 １ 目  的 
    農業生産のために維持されてきた身近な水辺の魅力が実

  感できるよう水辺空間を整備するとともに、用水路沿線の
  直売所等と連携し新鮮な農産物を供給している都市近郊農
  業についての理解を深める。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県、市町村 
  (2)地区数及び事業量 

   ア 地区数  7地区（県営6地区、市営1地区） 
   イ 事業量 
     調査設計 一式 

      環境護岸 一式 
     自転車歩行者道 一式 
   ウ 補助率（市町村営事業）  5/10 

 
○県  
① 県費単独土地改良事業費              264,258 

 １ 県費単独土地改良事業（一般）          136,957 
  (1)目  的 
    国庫補助対象とならない小規模な農業生産基盤等の整備

を行う。 
  (2)内  容 
   ア 事業主体  市町村、土地改良区 

   イ 地 区 数  24地区 
   ウ 補 助 率  3.3/10                 
 ２ 県費単独土地改良事業（緊急）          127,301 

  (1)目  的 
    国庫補助対象とならない小規模な農業生産基盤等のうち

早急に対応が必要な安全対策等の整備を行う。 

   (2)内  容 
   ア 事業主体  市町村、土地改良区 
   イ 地 区 数  23地区 

   ウ 補 助 率  3.3/10、5/10 
○県  
② 土地改良施設支援事業費               2,966 

 １ 目  的 
    古利根堰の適正な管理を確保するため、葛西用水路土地

改良区に当該施設の管理費を補助する。 

 ２ 内  容 
     基幹的土地改良施設管理費補助事業費 
    （古利根堰管理事業補助） 

   (1)事業主体  葛西用水路土地改良区 
   (2)補 助 率  1/3 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

土 地 改 良 関 係 
団 体 補 助 

 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

直 轄 土 地 改 良 
事 業 費 負 担 金 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

利根大堰等負担金 

 

 

               5,060 
          (5,330) 
 財源内訳 

  一般財源   5,060 
 
 

 
 
 

 
 
 

             393,397 
        (394,971) 
 財源内訳 

  県債    393,000 
  一般財源      397 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
        294,033 

        (279,295) 
 財源内訳 
  分担金及び   8,310 

  負担金     
  一般財源  285,723 

○県  

土地改良関係団体補助                  5,060 
 １ 目  的 
   埼玉県土地改良事業団体連合会の育成強化を図り、土地

改良事業の円滑な促進を図る。 
 ２ 内  容 
   ・ 調査設計を担当する技術職員設置に必要な経費 

   ・ 土地改良事業の促進に要する経費 
   ・ 会員に対する研修及び広報に要する経費 
   (1)事業主体 埼玉県土地改良事業団体連合会 

   (2)補 助 率 1/2以内   
 
○県  

直轄土地改良事業費負担金                 393,397 
 １ 目  的 
   国営事業及び水資源機構営事業の実施に要する費用の負

担金を支払う。 
 ２ 内  容 
   (1)水資源機構利根導水施設大規模地震対策事業負担金 

                           121,397 
   ア 事業主体  水資源機構 
   イ 事業内容  堰等の耐震補強 

   (2)国営かんがい排水事業荒川中部地区負担金     272,000 
    ア 事業主体  国 
   イ 事業内容  玉淀ダム・用水路の補強・補修 

 
○県  
利根大堰等施設管理費負担金              294,033 

 １ 目  的 
    利根導水路建設事業及び埼玉合口二期事業によって造成  
    された施設の管理に要する費用の負担金を支払う。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  水資源機構 
  (2)負担金額 

   ア 利根導水路施設管理費負担金          209,970 
   イ 埼玉合口二期施設管理費負担金          84,063 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

基 幹 水 利 施 設 
管 理 事 業 費 

 

             166,457 
        (162,821) 
 財源内訳 

  分担金及び  57,082 
  負担金 
  国庫支出金  51,616 

  諸収入     416 
  一般財源   57,343 

 

① 基幹水利施設管理事業費               100,777 
 １ 目  的 
    国営事業により造成された大規模で公共性の高い基幹水

利施設を良好に管理する。 
 ２ 内  容 
   (1)基幹水利施設管理事業費                     92,917 

   ア 事業主体  県 
   イ 地 区 数  4地区（荒川中部、埼玉北部、 
              利根中央、大里） 

   (2)管理体制整備促進事業費              7,860 
   ア 計画推進事業 
   (ｱ)  事業主体  県 

   (ｲ)  地 区 数  2地区（荒川中部、大里） 
   (ｳ)  事業内容 
     a   （推進事業）管理体制整備推進協議会の運営、 

      関係団体との調整、ＰＲ活動等を行う。 
     b  （計画更新事業）管理体制整備計画更新のための 
      調査等を行う。 

   イ 支援事業 
    (ｱ)  事業主体  市町村 
    (ｲ)  地 区 数  2地区（荒川中部、大里） 

    (ｳ)  事業内容 
      多面的機能の発揮、環境や安全に配慮した農業水 
     利施設の適正な管理に対する支援を行う。 

    (ｴ)  補 助 率  5/10 
 
② 基幹水利施設維持修繕費               65,680 

 １ 目  的 
   国営事業により造成された大規模で公共性の高い基幹水

利施設を適正に運用するための維持修繕を行う。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 
  (2)地 区 数  3地区（埼玉北部、大里、利根中央） 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

土 地 改 良 事 業 
運営等指導促進費 

 

               10,437 
         (14,290) 
 財源内訳 

  使用料及び     583 
  手数料 
  国庫支出金   4,913 

  財産収入    43 
  一般財源    4,898 

○県  

① 土地改良事業管理運営費             3,721 
 １ 土地改良事業運営費                 1,086 
  (1)目  的 

    地域機関の円滑な管理運営に要する経費 
  (2)内  容 
    地域機関の運営費 

 ２ 土地改良財産管理費                2,393 
  (1)目  的 
    土地改良財産の管理の適正化を図る。 

  (2)内  容 
   ア 事業主体  県 
   イ 令和3年度処理計画  測量委託2箇所 

  ３ 土地改良区等指導整備促進費             242 
  (1)目  的   
   土地改良区等の運営の適正を確保するため、土地改良区

等の検査を行う。 
  (2)内  容 
   ア 事業主体  県 

   イ 対象土地改良区等  95地区 
 
② 土地改良事業推進対策事業費             6,716 

 １ 目  的 
   土地改良区等に対し、施設の管理に関する技術指導を行

うとともに、土地改良施設の適正かつ安全な機能発揮及び

長寿命化を図るため施設の整備補修について支援を行う。 
    また、換地処分による農用地の集団化と利用集積の促進 
    を支援する。 

  ２  内  容 
  (1)施設・財務管理強化対策費             5,516 
   ア 事業主体  埼玉県土地改良事業団体連合会 

   イ 補 助 率 
      (ア) 複式簿記会計に関する巡回指導 10/10（国） 
   (イ) その他 1/2(国)、1/2（県） 

  (2)受益農地管理強化対策費              1,200 
   ア 事業主体  埼玉県土地改良事業団体連合会 
   イ 補 助 率  1/2(国)、1/2（県） 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

水と緑に親しむみち 
管 理 事 業 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

農地・農業用施設  

災害復旧対応事業  
費（過年度分）  

 

              57,959 
        (60,095) 
 財源内訳 

  一般財源   57,959 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
       601,861 

           (1,244,991) 
 財源内訳 
   国庫支出金 

       601,861 

○県  

水と緑に親しむみち管理事業費             57,959 
 １ 目  的 
     見沼代用水路沿い及び騎西領用水路・中島用水路沿いに

設置された自転車・歩行者道である「緑のヘルシーロー
ド」及び「水と緑のふれあいロード」の維持管理を行う。 

 ２ 内  容 

  (1)緑のヘルシーロード管理費                 34,778 
   ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  維持管理（雑草刈払・補修等） 

   ウ 施設延長  全線 56.5 ㎞  
   
   (2)水と緑のふれあいロード管理費           23,181 

    ア 事業主体  県 
   イ 事業内容  維持管理（雑草刈払・補修等） 
   ウ 施設延長  全線42.0㎞ 

 
 
農地・農業用施設災害復旧対応事業費（過年度分）   601,861 

  １  目  的 
      令和元年発生災害により被災した農業用施設の復旧費用 

 に要する経費を助成する。  

 
  ２ 内  容 
   (1)事業主体   市町村、土地改良区 

   (2)地 区 数   2 地区 
   (3)補 助 率   農地    5.0/10以上 
           農業用施設 6.5/10以上 
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Ⅳ  令和２年度２月補正予算農林部事業の概要 
 

 

 【森づくり課】 

(１) 

 

治山事業費…………………………………………………………………………………………… 

 

125 

 

 【農村整備課】 

(１) 

(２) 

(３) 

(４) 

かんがい排水事業費………………………………………………………………………………… 

ほ場整備事業費……………………………………………………………………………………… 

農地防災事業費……………………………………………………………………………………… 

団体営土地改良事業費……………………………………………………………………………… 

127 

127 

128 

129 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

治 山 事 業 費 
 
 

         

         80,000 
 財源内訳  
  国庫支出金  40,000 

  県債        40,000 

 

治山事業費                         80,000 
 １ 目  的 
   県民の安全・安心な生活を守り、森林の持つ公益的機能 

  の向上を図るため、荒廃地及び地すべり地に対して治山施 
  設等を整備する。 
 ２ 内  容 

  (1)国庫補助事業費                80,000 
   ア 公共治山事業費              80,000 
      (ｱ) 事業主体  県 

   (ｲ) 事業内容  山腹崩壊地を復旧整備し、山地災害 
            の防止軽減を図る。2箇所 



 

 

 



（単位：千円） 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

か ん が い 排 水 
事 業 費 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
ほ 場 整 備 事 業 費 
 

 

         25,830 
 財源内訳 
  分担金及び   6,458 

  負担金    
   国庫支出金  12,250 
   県債        7,000 

   一般財源       122 
 
 

 
 
 

 
         70,455 
 財源内訳 

  分担金及び  15,936 
  負担金    
   国庫支出金  33,000 

   県債       21,000 
   一般財源       519 
 

 

かんがい排水事業費                    25,830 
 １ 目  的 
    農業生産基盤の基礎的要素である用排水条件を整備し農

業経営の安定と地域農業の確立を図る。 
 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 

  (2)地区数及び事業量 
   ア 地区数   1地区（継続） 
      荒川中部左幹線[深谷市、本庄市、寄居町] 

   イ 事業量 
     既設水路補修 80m 
 

 
ほ場整備事業費                        70,455 
 １ 目  的 

    農地の大区画化や汎用化を行い、農業生産性の向上や農
産物の生産拡大を図るとともに、農地の利用集積を推進し
担い手の育成を図る。 

 ２ 内  容 
  (1)事業主体  県 
  (2)地区数及び事業量 

   ア 地区数 
      (ｱ)継続 2地区 
     鴻巣・行田[鴻巣市、行田市]、 

     池上[熊谷市、行田市] 
      (ｲ)新規 1地区 
     さいたま中央[さいたま市] 

   イ 事業量 
     排水路工 2.0km 
     実施設計 1式 

 
         



（単位：千円） 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

農 地 防 災 事 業 費 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

             803,195 
 財源内訳 
  分担金及び  19,809 

  負担金    
  国庫支出金 745,280 
  県 債     37,000 

  一般財源   1,106 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

① 農地防災事業費                       108,465 
 １ 目  的 
   農地農業用施設や公共施設の災害未然防止及び機能低 

  下した施設の機能回復を図るため、農業用用排水施設を整 
  備する。 
 ２ 内  容 

  (1) 事業主体  県 
  (2) 地区数及び事業量 
   ア 地区数  2地区 

        (継続) 
     芳沼[深谷市]、 
     稲荷木落3期[久喜市、加須市] 

   イ 事業量 
     堤体改良工等 1式 
     排水路工    80m 

 
② 防災減災緊急対策事業費            694,730 
 １ 防災減災事業緊急調査（県営）           128,500 

  (1)目  的 
      防災減災の見地から緊急的に対策を講じる必要がある 
  農業用水利施設（ため池等）について、事業実施に必要 

  な事業計画書を作成する。 
  (2)内  容 
    ア  事業主体  県 

   イ 地区数及び事業量 
      (ｱ) 地区数    8地区 
     (新規)   

       寄居ため池群2[寄居町]、秩父市（県）2[秩父市]、 
          飯能市（県）2[飯能市]、本庄市（県）2[本庄市]、 
     吉見町（県）2[吉見町]、鳩山町（県）2[鳩山町] 

          ときがわ町（県）2[ときがわ町]、 
     寄居町（県）2[寄居町] 
    (ｲ) 事業量 

     調査計画 8地区 
  
  ２ 防災減災事業緊急調査（団体営）       566,230 

    (1)目  的 
    防災減災の見地から緊急的に対策を講じる必要がある  
   農業用水利施設（ため池等）について、事業実施に必要 

   な事業計画書を作成する。 
   (2)内  容 
    ア  事業主体  市町村 

    イ  地区数及び事業量 
    (ｱ) 地区数  11地区 
          (新規)   

       日高市2[日高市]、東松山市2[東松山市]、 
           鳩山町4[鳩山町]、秩父市（団）[秩父市] 
      本庄市（団）[本庄市]、滑川町（団）[滑川町]、 

           嵐山町（団）[嵐山町]、小川町（団）[小川町]、 
           鳩山町（団）[鳩山町]、皆野町（団）[皆野町] 
      美里町（団）[美里町] 

       (ｲ) 事業量 
       耐震計画策定、劣化状況調査、耐震調査 11地区 



（単位：千円） 
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事   業   名  
予   算   額  

(前年度当初予算額) 
事  業  概  要 

 

団 体 営 土 地 改 良 
事 業 費 

 

         11,005 
 財源内訳 
   国庫支出金   7,750 

   県債        3,000 
   一般財源       255 

 

団体営基盤整備促進事業費                   11,005 
 １ 目  的 
    小規模な農業水利施設の整備補修や調査、計画策定を行

う市町村等を支援し、農業生産の維持及び農業経営の安定
を図る。 

 ２ 内  容 

  (1)事業主体  市町村 
  (2)地区数及び事業量 
   ア 地区数 1地区（新規） 

     広木[美里町] 
   イ 事業量 
     安全施設 740m 


